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平 成 2 6 年 第 ５ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成26年10月16日 (木曜日)

午前10時１分開会

第７委員会室

出席委員

委員長 呉 屋 宏君

中 川 京 貴君副委員長 狩 俣 信 子さん

委 員 又 吉 清 義君 照 屋 守 之君

新 田 宜 明君 赤 嶺 昇君委 員

糸 洲 朝 則君 西 銘 純 恵さん委 員

比 嘉 京 子さん 嶺 井 光君委 員

欠席委員

島 袋 大君

説明のため出席した者の職、氏名

仲 本 朝 久君保 健 医 療 部 長

参 事 阿 部 義 則君

保 健 医 療 政 策 課 長 金 城 弘 昌君

健 康 長 寿 課 長 糸 数 公君

国 民 健 康 保 険 課 長 上 地 幸 正君

薬 務 疾 病 対 策 課 長 上 里 林君

伊 江 朝 次君病 院 事 業 局 長

病 院 事 業 統 括 監 當 銘 健 一君

県 立 病 院 課 長 津嘉山 朝 雄君

県立病院課経営企画監 松 田 碩 志君

県立病院課医療企画監 篠 崎 裕 子君

北 部 病 院 長 上 原 哲 夫君

中 部 病 院 長 松 本 廣 嗣君

南部医療センター・こども
我那覇 仁君

医 療 セ ン タ ー 院 長

精 和 病 院 長 伊 波 久 光君

宮 古 病 院 長 安谷屋 正 明君

八 重 山 病 院 長 依 光 たみ枝さん

本日の委員会に付した事件

１ 平成25年度沖縄県一般会計決算平成 26 年

第５回議会 の認定について（保健医療部所

認定第１号 管分）

２ 平成25年度沖縄県病院事業会計平成 26 年

第５回議会 決算の認定について

認定第21号

3 4ii
ただいまから文教厚生委員会を開○呉屋宏委員長

会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成26年第

５回議会認定第１号、同認定第21号の決算２件の調

査及び決算調査報告書記載内容等について、一括し

て議題といたします。

本日の説明員として、保健医療部長、病院事業局

長及び各県立病院長の出席を求めております。

まず初めに、保健医療部長から保健医療部関係決

算の概要の説明を求めます。

仲本朝久保健医療部長。

それでは、お手元にお配○仲本朝久保健医療部長

りしております平成25年度歳入歳出決算説明資料保

健医療部と書かれた資料に基づきまして御説明いた

します。

資料の１ページをお願いいたします。

表の右側の端の欄には平成25年度沖縄県歳入歳出

決算書のページを記載してありますので、御参照願

いたいと思います。

それでは、歳入決算の状況について御説明いたし

ます。

一番上の保健医療部の計の欄でございます。予算

現額の計（Ａ欄）80億8237万9000円に対し、調定額

Ｂ欄 は81億4061万3891円 そのうち収入済額 Ｃ（ ） 、 （

欄 が81億2397万3573円 収入未済額 Ｅ欄 は1664） 、 （ ）

万318円で、収入比率は99.8％となっております。

収入未済額（Ｅ欄）のうち、主なものを御説明い

たします。

３ページをお開きください。

上から６行目の（目）衛生貸付金元利収入の収入

未済額（Ｅ欄）1071万7732円は、看護師等修学資金

返還金に係るものであります。

看護師等修学資金につきましては、看護師免許等

を取得後、県内の指定病院に一定期間勤務した場合

は返還を免除しておりますが、県外病院への就職、

文教厚生委員会記録（第２号）
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あるいは看護師等を離職した場合等に返還すること

となっており、この支払いが滞ったことにより収入

未済となっております。

、 。次に 歳出決算の状況について御説明いたします

４ページをお願いいたします。

一番上の保健医療部計の欄でございます。予算現

額の計（Ａ欄）592億4147万3000円に対し、支出済

額 Ｂ欄 は572億2219万8645円 翌年度繰越額 Ｃ（ ） 、 （

欄）は５億9386万3488円、不用額は14億2541万867

円となっております。

（ ） 、翌年度繰越額 Ｃ欄 の主なものといたしまして

５ページになりますが、上から７行目 （目）食品、

衛生指導費における食肉衛生検査所建設事業や、そ

の６行下の（目）医務費におけるへき地歯科診療所

整備補助事業などにおいて繰り越しとなったもので

ございます。

食肉衛生検査所建設事業につきましては、地盤調

査により当初の想定以上に地盤が弱いことが判明し

たことによる設計変更があったこと、また、へき地

歯科診療所整備補助事業につきましては、天候不良

により船舶の欠航が生じ、資材の運搬等ができず工

事のおくれが生じたことなどから繰り越したもので

ございます。

不用額について御説明いたします。

４ページにお戻りください。

上から４行目 （款）民生費の不用額５億6951万、

、 。2046円について その主なものを御説明いたします

（ ） 、（ ）目 で言いますとその４行下になりますが 目

国民健康保険指導費において市町村に対する財政調

整交付金の実績減があったことや、その下の（目）

障害者自立支援諸費において精神障害者医療費の実

績が見込みより少なかったことなどから不用が生じ

ております。

次に （款）衛生費の不用額８億241万1538円につ、

いて、その主なものを御説明いたします。

（項）公衆衛生費の不用額４億1599万3924円は、

下から３行目になります（目）精神衛生費において

精神医療事業費の復帰特別措置医療費の実績が見込

みより少なかったことによるもの、次の行の（目）

母子保健衛生費におけるこども医療費助成事業費の

市町村に対する補助実績の減等によるものでござい

ます。

５ページをお願いいたします。

下から８行目になります（項）医薬費の不用額３

億2933万2243円は、２行下になります（目）医務費

におけるシミュレーションセンター整備事業の補助

実績減などによるものであります。

６ページをお開きください。

１番上の行 （款）教育費の不用額5348万7283円、

は （目）看護大学費における教職員給与費の減及、

び経費節減等によるものでございます。

以上で、保健医療部所管の平成25年度一般会計歳

入歳出決算概要の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

保健医療部長の説明は終わりまし○呉屋宏委員長

た。

次に、病院事業局長から病院事業局関係の決算の

概要の説明を求めます。

伊江朝次病院事業局長。

それでは、平成26年第５○伊江朝次病院事業局長

回議会認定第21号平成25年度沖縄県病院事業会計決

算について、その概要を御説明申し上げます。

お手元にお配りしてあります平成25年度沖縄県病

院事業会計決算書に沿って御説明いたします。

初めに、県立病院の事業概要について御説明申し

上げます。決算書の11ページ、沖縄県病院事業報告

書をお開きください。

１、概況の総括事項でありますが、沖縄県病院事

業は、６つの県立病院と16カ所の附属診療所を運営

しております。医師や看護師等の医療スタッフの確

、 、保を図るとともに 医療機器の整備充実を図るなど

適切な医療提供と医療水準の向上に努めてまいりま

した。

エ、業務状況につきましては、入院患者延べ数が

67万4465人、外来患者延べ数が77万6667人で、総利

用患者延べ数は145万1132人となっており、前年度

と比べますと6091人の減少となっております。

それでは、病院事業の決算状況について御説明申

し上げます。

１ページにお戻りください。

まず、沖縄県病院事業決算報告書の収益的収入及

び支出について御説明申し上げます。

収入の第１款病院事業収益は、当初予算に補正予

、算を加えた予算額の合計513億8381万8000円に対し

決算額は486億6121万8095円となり 27億2259万9905、

円の減収となっております。

これは、第１項の医業収益において26億1696万

8064円、第２項の医業外収益において１億8261万

3752円の減収となったことが主な要因であります。

一方、支出の第１款病院事業費用は、当初予算額

に補正予算額を加えた予算額の合計513億527万5000

円に対し、決算額は484億5730万3968円で、地方公
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営企業法第26条第２項の規定による繰越額が１億

1609万7000円となり、不用額は27億3187万4032円と

なっております。

この不用額は、第１項の医業費用において26億

7286万516円、第２項の医業外費用において2821万

4780円の不用が生じたことなどによるものでありま

す。

次に、２ページの資本的収入及び支出について御

説明申し上げます。

収入の第１款資本的収入は、当初予算額に補正予

算額を加えた予算額の合計37億1974万3000円に対

し 決算額は31億975万1145円となり ６億999万1855、 、

円の減収となっております。

これは、第１項企業債において５億2050万円の借

り入れの減があったこと、第２項他会計負担金にお

いて8303万8520円の減があったこと等によるもので

あります。

第２項他会計負担金の決算額20億5438万6480円に

つきましては、その主なものが各県立病院の資産購

入費及び企業債償還金に対する一般会計からの負担

金となっております。

第３項国庫補助金の決算額237万6665円につきま

しては、各病院の医療機器購入に充当した補助金で

あります。

第４項寄付金の決算額1548万8000円につきまして

は、沖縄県立中部病院に対する寄附金となっており

ます。

一方、支出の第１款資本的支出は、当初予算額に

補正予算額を加えた予算額の合計55億3666万9000円

に対し、決算額は49億1038万6927円で、地方公営企

業法第26条の規定による繰越額は５億4775万円と

なっております。

不用額は7853万2073円となっており、主に施設整

備費及び資産購入費の執行減などによるものであり

ます。

次に、３ページの平成25年度沖縄県病院事業損益

計算書に基づき、経営状況について御説明申し上げ

ます。

医業収益は、入院収益、外来収益、診療所収益及

びその他医業収益で、合計434億431万9499円となっ

ております。

一方、医業費用は、給与費、材料費、経費などの

合計で459億7528万9747円となっており 差し引き25、

億7097万248円の医業損失が生じております。

医業外収益は、受取利息配当金、他会計補助金、

国庫補助金などで合計50億6161万7053円となってお

ります。

次に、４ページをお開きください。

医業外費用は、支払利息、繰延勘定償却、雑損失

で合計16億853万3282円となり、差し引き34億5308

万3771円の医業外利益が生じております。この医業

外利益と先ほどの医業損失とを合わせた結果、経常

利益は８億8211万3523円となっております。

さらに、特別利益が１億2259万3894円であるのに

対し、特別損失が12億5563万3800円となっており、

11億3303万9906円の損失が生じております。この主

な要因は、旧沖縄県立宮古病院の固定資産除却に伴

う臨時損失10億5777万4027円によるものでありま

す。この損失を経常利益と合わせますと、当年度純

損失は２億5092万6383円となり、前年度繰越欠損金

167億6823万1184円を加えますと、当年度未処理欠

損金は170億1915万7567円となっております。

次に、５ページの平成25年度沖縄県病院事業剰余

金計算書について御説明申し上げます。

資本金、資本剰余金、利益剰余金の合計である資

、 、本合計は 前年度末残高635億3151万3498円となり

前年度処分額が０円であるため、処分後残高は同額

となっております。

当年度変動額は、マイナス15億9918万3257円と

なっております。

その主な内訳は、固定資産除却に伴う除却損への

補塡がマイナス３億5l18万3797円、企業債の発行が

10億3750万円、企業債の償還がマイナス20億4492万

3746円、負担金の受け入れが20億5438万6480円、補

助金の受け入れが237万6665円、当年度純損失が２

億5092万6383円となり、その結果、資本の当年度末

残高は619億3233万241円となっております。

次に、平成25年度沖縄県病院事業欠損金処理計算

書について御説明申し上げます。

当年度未処理欠損金は、先ほど御説明申し上げま

、 。したように 170億1915万7567円となっております

これにつきましては、地方公営企業法第32条の２の

規定に基づき、全額を翌年度に繰り越すこととして

おります。

次に、６ページの平成25年度沖縄県病院事業貸借

対照表について御説明申し上げます。これは、平成

26年３月31日現在における病院事業の財政状況をあ

らわしております。

まず、資産の部における固定資産について申し上

げますと、土地が45億8844万2289円、建物が346億

9495万5780円、構築物が９億8516万223円、器械備

品が92億6392万5003円、車両が2140万234円、建設
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仮勘定が４億1262万2687円、その他有形固定資産が

210万円で、有形固定資産合計が499億6860万6216円

となり、無形固定資産1260万3544円と合わせた固定

、 。資産合計は 499億8120万9760円となっております

次に、７ページの流動資産について御説明申し上

げます。

現金預金が87億3211万4492円 未収金が112億7457、

万3771円、貯蔵品が５億8592万8566円などとなって

おり、流動資産合計では206億7734円となっており

ます。

なお 未収金112億7457万3771円のうち 18億9194、 、

万9029円が個人負担分の未収金となっており、残り

の大半は平成26年２月及び３月請求分の診療報酬な

どとなっております。

次に、繰延勘定について御説明申し上げます。

繰延勘定は８億4466万4467円となっております

が、これは、固定資産の購入等に係る控除対象外消

費税額であります。

、 、ただいま御説明いたしました固定資産 流動資産

繰延勘定を合わせました資産合計は、714億2588万

1961円となっております。

次に、８ページの負債の部における固定負債につ

いて御説明申し上げます。

公立病院特例債に係る企業債が11億9305万9580

円、他会計借入金が36億円、引当金が218万5729円

で、固定負債合計は47億9524万5309円となっており

ます。

なお、他会計借入金36億円の内訳は、沖縄県産業

、 。振興基金16億円 一般会計20億円となっております

次に、流動負債について御説明申し上げます。

未払金が45億41万3164円などで、流動負債合計は

46億9830万6411円となっております。

固定負債と流動負債を合わせた負債合計は、94億

9355万1720円となっております。

次に、資本の部について御説明申し上げます。

資本金は、自己資本金18億7858万4732円、借入資

本金となる企業債314億6747万4093円、合計で333億

4605万8825円となっております。

次に、９ページの剰余金について御説明申し上げ

ます。

資本剰余金は、他会計負担金及び国庫補助金など

で、合計456億542万8983円となっております。利益

剰余金は、当年度未処理欠損金が170億1915万7567

円となったため、剰余金合計は285億8627万1416円

となっております。

この剰余金と資本金を合わせた資本合計は619億

3233万241円となり、さらにこれに負債合計を加え

た負債資本合計は、714億2588万1961円となってお

ります。

11ページ以降は決算関連の附属資料を付してあり

ますので、御参照ください。

以上が決算概要の説明でございます。

よろしく御審査のほどお願いします。

病院事業局長の説明は終わりまし○呉屋宏委員長

た。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては 決算議案の審査等に関する基本的事項 常、「 （

任委員会に対する調査依頼について （平成26年９）」

月22日議会運営委員会決定）に従って行うこととい

たします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会の運営に準じて、譲渡しないことにして

おります。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、自席で起立の上、重複することがな

いように簡潔に発言するよう御協力をお願いいたし

ます。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うように御協力をお願いいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算事項でありますので、十分御留意願います。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うことといたしたいと存

じます。委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

狩俣信子委員。

まず、主要施策の成果に関する報○狩俣信子委員

告書の83ページになります。そこにあります特定不

妊治療費助成事業についてですが、１億7000万円余

りあるのですが、その中で、特定不妊治療は何名の

方が受けて、補助を受けた方の中で出生はどのぐら

、 、いあったのか １人何回までそれを受けられるのか

年齢制限はどうなのかなど状況をお知らせくださ

い。

特定不妊治療につきまして○糸数公健康長寿課長
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は、一般の不妊治療とは違いまして、体外受精、そ

れから顕微鏡を使った顕微授精というものを使う治

療方法で、保険が適用されないということで１件当

たり高額な治療費を必要としております。

助成要件につきましては、法律上の婚姻をしてい

る夫婦で特定不妊治療以外の治療法では妊娠の見込

みがないこと、夫婦のどちらかが県内に住所を有し

ていること、夫婦の合計所得が730万円未満である

という条件、それから指定医療機関が県内に７つご

ざいますけれども、そこで治療をすることなどを要

件として県で補助を行っております。

、 、補助の金額ですが 治療方法が幾つかありますが

１回の治療につき上限額を15万円としています。た

だし、一部の治療については７万5000円と治療方法

によって額が少し異なっております。先ほどの助成

額の実績は１億7000万円余りということですが、そ

の人数につきましては、先ほどの金額に対応する人

数としては873人の方が沖縄県の助成を受けており

ます。

今、那覇市が別で独自に行っていますので、那覇

市も入れた沖縄県全体になりますと1076名の方が平

成25年度に助成を受けて、お１人当たり約1.6回、

１回で妊娠しない場合は数回繰り返すということで

助成を行っております。

そこから出産にどの程度つながったかということ

につきましては、この助成を受けた人たち以外の特

定不妊治療も全てトータルした値しか把握をしてお

りません。最初に申し上げました所得の制限とかい

ろいろな回数の制限があって、沖縄県の助成はある

程度制限があるのですが、特定不妊治療により生ま

れた赤ちゃんの数は、沖縄県内全体の特定不妊治療

ということで助成を受けていない方も含まれる数字

ということで御理解いただきたいのですが、全体で

479件が妊娠に至っているというデータはございま

す。

年齢制限につきましては、今のところは年齢制限

はございませんけれども、国の方針として、平成28

年度から43歳未満に限るという方針は出していると

ころでございます。

特定不妊治療費の対象外の方も含○狩俣信子委員

めると479件あったということですね。それは大変

よかったと思うのですが、今のところは年齢制限は

ないと。１人何回まで受けられるかというのはあり

ますか。

現在の回数につきまして○糸数公健康長寿課長

は、申請初年度は年に３回まで受けられます。年に

３回の治療を受けることができて、２年度以降は年

に２回、合計５年間で10回までという制度が現在40

歳以上の方については適用されております。これは

平成26年度からですが、39歳以下の方は通算６回ま

でということで、この場合は年に３回という縛りも

なくて、本人の体調によって３回を超えてやるとい

う、年齢によって助成回数が少し違うという状況に

なっております。

一応今のところは５年間で10回受○狩俣信子委員

けられるということですね。そこでお子さんができ

ると本当にいいと思うのですが、やはり経済的に大

変な人たちのためにはこの事業はとても助かると思

いますね。これは継続してやっていかれるのですよ

ね。

継続して実施していく予定○糸数公健康長寿課長

です。

次に行きます。妊婦健康診査につ○狩俣信子委員

いてですが、85ページです。今まで５回だったのが

14回になったということですが、まず、その受診率

はどうなっていますでしょうか。

妊婦健康診査の受診率につ○糸数公健康長寿課長

きましては、妊娠してから出産に至るまで健康診査

、 、を受けるわけですが 現在のところのデータとして

１人の妊婦の方が何回受診したかという個別のデー

タの集計が今手元に出ていないものですから、私た

ちとしては、この14回の公費で受けられる健康診査

のうち何回受診したか、全体の回数を妊婦さんの数

で割るという概数で試算しているところです。平成

24年度の妊婦１人当たりの受診回数は11.3回になっ

ております。

私がそれをお聞きしましたのは、○狩俣信子委員

低体重児の状況とどう結びつくのかというのが気に

なってお聞きしたのです。沖縄県における低体重児

の出生状況で、例えば早産とかとどうかかわるかと

いうことがあるものですから、低体重児の状況をお

聞きしたいと思います。

低体重児、あるいは低出生○糸数公健康長寿課長

体重児と表現していますけれども、一応定義では

2500グラム未満で出生したお子様の場合を低体重

児、あるいは低出生と申し上げております。沖縄県

における全出生に対する低体重児の割合が11.6％と

なっております。これは全国の平均が9.6％ですの

で、全国の中ではかなり多い、率としては一番高い

という状況になっています。

全国に比べると11.6％は高いと思○狩俣信子委員

うのですが、原因を調査したことはありますか。そ
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ういうこともわかりますか。

原因の調査につきまして○糸数公健康長寿課長

は、少しデータは古いのですが、平成11年度に沖縄

県全体で１度調査をしたことがございます。そのと

きには、妊娠中の喫煙、妊娠高血圧症候群、お母さ

ん自身が流早産の既往がある―過去にそういう流産

とか早産とか、あるいは開腹手術などの要因、それ

から母子手帳を交付するときにしっかり保健指導を

受けていないというものも要因としてあるなどの状

況がございました。

平成11年に調査したとはいえ、状○狩俣信子委員

況はいろいろ出ているわけですよね。やはりそこに

対する妊産婦への指導体制が求められていくのか

と。全国に比べて低体重児が多いことを考えると、

受診率も平均11.3回ですよね。そうすると14回まで

受けられるわけですから、そこらあたりの周知徹底

みたいな、それは沖縄県としては何か対策をとって

いますでしょうか。

その調査結果を受けて、妊○糸数公健康長寿課長

娠すると最初に市町村の窓口で母子健康手帳をもら

いますので、その窓口の場で保健指導の実施である

とか、あるいはたばこを吸っている妊婦さんについ

ては、禁煙の重要性を伝えるという保健指導を市町

村において徹底しているところです。

ただ、なかなか母子健康手帳をもらいに行くタイ

ミングが遅いとか、いろいろ課題がありますので、

それらを市町村であるとか、あるいは今、沖縄県で

健やか親子おきなわ21という母子保健の関係者が毎

年いろいろな課題を協議する場があるのですが、そ

こで課題を共有して、それぞれの産婦人科であると

か小児科であるとかで対策をとっているところで

す。

今、妊娠の回数につきましても正確な数字ではな

いこともありますので、今年度は妊婦健康診査の個

人個人のデータと、生まれた後に乳幼児健康診査を

行っていますけれども、そのデータを連結して、妊

娠中の健康診査データがこうであると、生まれたと

きの状況がこうで、その後の健康診査でどのような

異常があるかというデータを連結した事業で、もう

少し正確な要因の調査と対策を行う事業を今年度か

ら始めているところです。

せっかく妊娠しても、子供たちが○狩俣信子委員

しっかり育つような対策はやはり県としても必要だ

と思いますので、よろしくお願いします。

次に行きます。89ページでしょうか、医師確保対

策が載っています。それについて現状と課題をお願

いします。

医師確保対策につい○金城弘昌保健医療政策課長

てでございますが、主要施策の成果に関する報告書

で事業実績を述べていますが、主に沖縄県立病院で

行います医学臨床研修事業でありますとか、あと代

診医派遣事業、いわゆるドクタープールの事業であ

りますとか、次のページになりますが、医師修学資

金等貸与事業ということで医学生に対する修学資金

の貸与とか、そういった事業を通して医師確保に取

り組んでいるところでございます。

毎回医師不足の話が出るものです○狩俣信子委員

から、やはり医師確保の事業はとても大切なことだ

と思いますので、継続して医師不足にならないよう

な対策をお願いしたいと思います。

。 、次に行きます 救急医療体制の充実ということで

。 、91ページです 現状と課題をお聞きしたいのですが

私はこれに対して、沖縄県は救急患者のたらい回し

がないということで高く評価しているのです。そこ

らあたりで現状と、あるいは課題があったら教えて

ください。

救急医療体制の現状○金城弘昌保健医療政策課長

について申し上げます。

まず、救急医療については３次救急まで準備をし

、 、ておりまして まず初期救急医療体制ということで

これは比較的軽症で入院を伴わないという場合に

は、一般の医療機関、民間の診療所といったところ

ですとか、市町村の休日夜間診療所などで対応して

いただいております。

あわせて２次医療圏ということで、これは入院を

必要とする患者さん、それと比較的重症な患者さん

に対応するもので、これは５つの医療圏に救急告示

病院を準備しておりまして、全ての医療圏に救急告

示病院を整備しているところでございます。現在25

カ所ございます。

次に、３次救急医療ということで、これは２次救

急医療では対応できない複数の診療科領域にわたる

重篤な救急患者さんを24時間365日受け入れて、高

度な専門医療を総合的に実施するということと、救

急医療実習の教育なども行うという観点で、現在沖

縄県では３カ所―沖縄県立中部病院、沖縄県立南部

医療センター・こども医療センター、それと社会医

療法人仁愛会浦添総合病院を指定しているところで

ございます。

課題といたしましては、先ほど委員から御指摘が

ございましたが、人口増とか高齢化に伴いまして救

急搬送の患者が増加しております。しかしながら、
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救急告示病院では軽症の患者さんも受け入れている

状況があるものですから、それについて、救急の状

況について厳しい状況がございます。

そういう意味では、やはり沖縄県○狩俣信子委員

の病院体制というのですか、そういう連携体制も含

めてちゃんとできているのかと私は思っておりまし

て、これからもまた救急医療に対する御尽力をお願

いしたいと思います。

それから次に、ドクターヘリについてお尋ねした

いのですが、現状と課題ということでまずお願いし

ます。

沖縄県ドクターヘリ○金城弘昌保健医療政策課長

でございますが、平成25年度の搬送件数は433件と

なっております。事業費としましては約２億6900万

円となっております。沖縄県は島嶼県ということも

ありまして、本土に比べ燃料費が高い、それと本島

周辺離島からの急患搬送も多く、往復200キロの海

上飛行があると。急患搬送１回にかかる燃料費が割

高になっていると。また、あわせて長距離の海上飛

行による塩害で機体の耐用年数が短く、機体のリー

ス料が割高となっており、厚生労働省の基準額との

乖離があり、赤字の要因の１つとなっております。

塩害という話が出ていました。実○狩俣信子委員

は社会医療法人仁愛会浦添総合病院がドクターヘリ

の試乗会みたいなものを募集したのです。私がそれ

を希望したら、前日になって機体の故障でできませ

んと言われたものですから、そういう面では沖縄県

の塩害は大変だなという思いがあるのです。ドク

ターヘリも与論島まで行くと、あちこちまで行くと

いうことで大変だと思うのですが、それだけではな

くて、北部のほうで認定ＮＰＯ法人ＭＥＳＨサポー

トというものがありますよね。そこらあたりも状況

がわかりましたらお願いします。

認定ＮＰＯ法人ＭＥ○金城弘昌保健医療政策課長

ＳＨサポートで運用しておりますドクターヘリの平

成25年度の急患搬送件数は、６月から３月までです

が、10カ月で89件となっております。あわせてこの

認定ＮＰＯ法人ＭＥＳＨサポートへの支援につきま

しては、沖縄北部連携促進特別振興事業ということ

で、北部広域市町村圏事務組合が多目的ヘリコプ

ターの運行ということで支援をしておりまして、平

成25年度の実績で2258万1000円、これは３カ月間で

したが、平成26年度、今年度は１年を通して実施し

ておりまして、予算額としましては9890万4000円を

支援するということで聞いております。

私ども文教厚生委員会でもこの認○狩俣信子委員

定ＮＰＯ法人ＭＥＳＨサポートを視察したことがあ

るのですが、とても小さなヘリコプターですよね。

あれで大変だろうと思うのですが、しかし、北部の

皆さんからすると、それがあることによって10カ月

で89件の搬送があったわけですね。やはり沖縄県と

しての支援もある程度やっていかなくてはいけない

だろうと思うのです。今年度は9890万円ということ

でありますけれども、この認定ＮＰＯ法人ＭＥＳＨ

サポートに対する補助について今後の見通しとかは

ありますか。

沖縄県のドクターヘ○金城弘昌保健医療政策課長

リは救命救急センターに設置しないといけないとい

うことで、現在、社会医療法人仁愛会浦添総合病院

で実施する急患ヘリ搬送事業でも補助をして、北部

地域も含めて本島周辺離島をカバーしております。

ドクターヘリ事業は国の基準で救命救急センター

が行うことになっておりますので、現状としては認

定ＮＰＯ法人ＭＥＳＨサポートの救急ヘリへの補助

は厳しいと考えております。

厳しいといって、次年度はゼロと○狩俣信子委員

いうことですか。

先ほど御案内いたし○金城弘昌保健医療政策課長

ましたが、北部広域市町村圏事務組合で沖縄北部連

携促進特別振興事業を使って支援しておりまして、

この金額が9000万円余りということで、１年分の支

援ということで聞いております。

いずれの形であっても、補助が沖○狩俣信子委員

縄県からも流れているということですね。

あと１つ、ほかに質疑します。シミュレーション

センターを活用した医療人材というものがあるので

すが、先ほど幾らか予算が余ったという話をしてい

ましたよね。これは女性医師が一旦退職した後、復

職するとか、看護師さんが復職するとか、そういう

ときのシミュレーションをやることによって力がつ

いてくるかと思うのですが、その実態、その支援は

どうなっているのかをお尋ねします。

女性医師等の復職支○金城弘昌保健医療政策課長

援につきましては、沖縄県女性医師等就労支援事業

ということで、国立大学法人琉球大学医学部附属病

院においてシミュレーターを利用したプログラムを

通して女性医師の復職支援を行っておりまして、平

成25年度は13名の女性医師の方が復職支援を受けた

ところでございます。

次は病院事業局にお尋ねします。○狩俣信子委員

未収金が18億円余り出ていますけれども、結構多い

数字かなと思うのですが、これはどのように回収し
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ていらっしゃるのか、どこかに委託していらっしゃ

るのか、そこらあたりも含めてお願いいたします。

債権の回収につ○松田碩志県立病院課経営企画監

きましては、債権回収会社、いわゆるサービサーを

利用しておりました。平成18年から利用していたの

ですが、十分な成果がないということで、平成25年

度で終了しております。沖縄県立中部病院、沖縄県

立南部医療センター・こども医療センター、沖縄県

立宮古病院、沖縄県立精和病院においては平成23年

度で契約を終了しています。その実績につきまして

は、委託額３億5900万円、回収額が1300万円という

ことで、回収率が3.8％でございました。平成24年

、 、 、度 平成25年度につきましては 沖縄県立北部病院

沖縄県立八重山病院では委託しております。平成24

年度の沖縄県立北部病院と沖縄県立八重山病院の民

間委託の実績ですが、2.53％ということです。平成

25年度は2.33％ということで、非常に低い数字と

なっております。

このため、平成26年１月から沖縄県立北部病院に

おきまして、弁護士事務所に対して委託をしており

ます。その回収実績につきましては、１月から８月

まで委託額が5000万円余り、回収額が130万円とい

。 、うことで回収率は2.66％となっております ただし

弁護士事務所ですので和解の交渉ができます。和解

率が26.4％ということで、非常に高くなっていると

いう状況にあります。

今後は、沖縄県立病院５病院と旧南部病院に関す

る回収困難な未収金について、弁護士事務所に委託

をする予定にしております。

回収率が大変低くて問題かと思う○狩俣信子委員

のですが、でも、弁護士事務所で和解したのが26.4

％ということであると、ある程度の実績がそこから

上がっていくのかという感じもします。今後はその

弁護士事務所に委託をしていかれるつもりですか。

一応年内に弁護○松田碩志県立病院課経営企画監

士事務所を選定しまして、来年１月から委託をする

計画にしております。

弁護士事務所は何カ所に委託して○狩俣信子委員

いらっしゃるのでしょうか。

予定としては１○松田碩志県立病院課経営企画監

カ所であります。弁護士事務所については今から公

募する予定です。

26.4％が和解したとおっしゃった○狩俣信子委員

のは、これも弁護士事務所ではないのですか。

沖縄県立北部病○松田碩志県立病院課経営企画監

、 。院では 弁護士事務所１カ所に委託をしております

、 。今後は 残りの４病院について委託をする計画です

平成25年度沖縄県病院事業会計決○狩俣信子委員

算審査意見書の６ページですが 「契約事務や各種、

手当に係る事務を中心に不適切な事務処理が多く確

認された」とあるものですから、ちょっと気になっ

ています。どのようなことでしょうか。これをなく

すためにはどういうことが考えられますでしょう

か。

定期監査で指摘されま○津嘉山朝雄県立病院課長

した事項につきましては、給与、手当、旅費等の支

給についてと契約について、それから会計処理につ

いて、未収金関係についてなどを合わせまして46件

の指摘がございました。内容としましては、給与、

手当、旅費等の支給事務につきましては、支給基準

の誤った認識であったり、日数の数え間違い等によ

り支給額が過不足払いとなったもの、それから行う

べき確認作業を怠っていたものなど13件の指摘がご

ざいました。

それから、契約事務につきましては、関係規定等

の誤った認識、それから認識不足により行うべき事

務処理等を行っていなかったもの、決裁者を誤って

決裁していたものなど、それが14件ありました。

会計処理につきましては、関係規定等の認識不足

等によりまして、行うべき事務処理を行っていな

かったもの、それから現金を保管しております金庫

の取り扱いについて不適切であったもの、その他経

理処理において不適切であったもの等、９件の指摘

がございました。

あと、未収金関係につきましては、医業未収金の

縮減につきまして、本庁及び各病院で１件ずつ、７

件の指摘がございまして、その他事務部門の体制に

つきまして３件の指摘がありまして、合わせて46件

の指摘がございました。

今後、これらの不適切な事務処理を改善するため

に、研修等の実施であるとか、事務部門の体制の見

直し等を行っていきたいと考えております。

チェック体制をちゃんとしていく○狩俣信子委員

と防げるような部分が多くあると思いますので、そ

こはしっかりやっていただきたいと思います。

私はあと１つ、一般会計からの繰り入れについて

お尋ねしますが、今度の繰入額は総額でお幾らだっ

たのでしょうか。

一般会計からの○松田碩志県立病院課経営企画監

繰入金は、総務省の繰出基準を踏まえた繰入金と他

部局等の補助事業や基金事業等による繰入金があ

り、平成25年度決算におけるその合計額は約68億
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8000万円となっております。

やはりこういう繰り入れを一般会○狩俣信子委員

計からやることはとても大事なことだと私は思って

いるのです。そして、やはり病院の健全な経営がこ

れでスムーズにいくとなれば、これからも繰り入れ

はぜひ必要だと思っているのですが、病院事業局長

の御意見はどうですか。

県立病院は、民間ではな○伊江朝次病院事業局長

かなかできないような政策医療とか、あと不採算部

門を抱えておりますので、そういうものがいわゆる

総務省の繰出基準によって繰り出されていると考え

ております。ですから、その点はやはりしっかり我

々も医療サービスを提供しながら、しっかりその収

支を見きわめて、総務省の繰出基準によるものが適

切に繰り出されるように、財政当局とも交渉してい

きたいと考えております。

やはり県民の命を守るというとて○狩俣信子委員

も大切な仕事でございますし、さっき病院事業局長

がおっしゃったように、不採算部門も抱えていると

いう中で、やはり一般会計からの繰り入れというの

は今後もずっと必要だと私は思うわけです。そうい

う意味では、現在68億8000万円とおっしゃいました

が、やはり次年度も繰入額はしっかりと確保してい

ただきたいと思いますし、それは県民の命を守るこ

とにつながっていくと思いますので、頑張ってくだ

さい。

続けます。新田宜明委員。○呉屋宏委員長

少し長くなりますけれども、平成○新田宜明委員

25年度の決算あるいは実績を踏まえて、６県立病院

の院長から、皆さんの現場における医療スタッフの

陣容、課題、そして次年度に向けてどのような予算

要望があるのかをお伺いしたいと思うのですが、よ

ろしくお願いいたします。

スタッフの状況ということ○上原哲夫北部病院長

でありますので、当院におきましては、やはり医師

不足というのが非常に重要な課題となっておりま

す。定員45名に対しましてマイナス７名という欠員

があります。それから、看護部門におきましても10

対１看護体制をやっていますけれども、10対１看護

体制を維持するための欠員がマイナス９名ぐらいは

あります。それから薬局においてはマイナス１名、

リハビリにおいてはマイナス１名とか、そういう欠

員もあります。

沖縄県立中部病院としまし○松本廣嗣中部病院長

ては、施設の管理士だとか薬剤師、理学療法士、臨

床工学士、臨床心理士、こういうコメディカルと言

われる部門の方、あるいは事務職、そういうものを

まず満たしていかなければいけないかと思います。

定数に関しましてはいろいろ問題はあると思います

けれども、沖縄県立中部病院に勤務したいと求めて

くる医師がおりましても、定数枠がございませんの

でなかなか受け入れることができない。やはり事業

の内容がどんどん高度化していき、複雑化していき

ますので、それぞれの分野の専門化が図られたりし

て、本当に医師の数をもう少しふやしていかなけれ

ばいけないだろうと。

さらに、私たちの病院は離島・僻地の応援、臨床

研修、さらに周産期医療、救急医療、そういうとこ

ろを一生懸命やらざるを得ない状況にありますの

で、かなり限定された数で全ての作業をすることが

非常に厳しいところであります。人は幾らいても足

りないという状況がございます。場合によっては、

特に救急医療などを制限せざるを得ない状況に追い

込まれるおそれもないわけではございません。そう

いうことで、もっと具体的に数字を挙げろと言われ

たら難しいのですが、今私たちが求めているコメデ

ィカルの数、あるいは事務の数、医師に関しては数

字を挙げませんが、そういう問題がございます。

さらに看護部に関して言いますと、やはり若い女

、 、 、性がたくさん働いているわけですから 妊娠 出産

育児という問題がございます。定数ぎりぎりの採用

をやったとしても、その中から一定数は必ずそうい

う休みをとるわけです。そうすると実人員としては

欠損状態になりますので、そういうものも含めた数

での採用、実人員を満たす数という採用方法がやは

り求められるのではないかと思います。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

ただいまのコメディカルの不足に関してです院長

、 。が 医師も含めますとやはり定員数がかなり少ない

それは何かと言いますと、特に当院は救急医療、先

ほど言いました３次医療を南部地区でやっていかな

くてはいけないということで、現在確保について検

討しているところでございます。

それから、看護師に関しては、先ほど松本中部病

院長が言いましたように、採用に当たってはいわゆ

、 、 、 、る20代 30代の実働 実務といいますか 育児休業

産休を含めた余裕を持った数を採用してほしい。と

いうのは、現在でも40人とか50人、常にそういった

看護師が休んでいるわけです。これから考えて、ぜ

ひ定員数の枠をそういった余裕を持って採用してほ

しいということは、各沖縄県立病院全ての要望であ

ります。
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それから、薬剤師に関しては、最近薬剤師が６年

制になりました。ということは、民間に採用される

薬剤師の条件とかが非常にいいものですから、沖縄

県立病院ではほとんどの病院で不足しています。当

院においては、５人、６人、７人。本来は、薬剤師

というのはいわゆる分薬といいますか、薬を包装と

かそういうものではなくて、現在の医療機関に求め

られているものは患者さんに対する服薬指導です。

これが基本的には非常に大きなウエートを占めて、

それが患者のサービスにつながることになります。

それから、臨床工学技士―ＭＥ、これは現在病院

事業局でも非常に取り組んでいるのですが、特に開

心術、透析、その他の部分で非常にＭＥが必要にな

ります。現在一番大きな問題は、時間外勤務が非常

に長い。これは少ないためですね。例えば同時に心

臓の手術をしなくてはいけないという場合には、倍

の数が必要になってくるわけです。今問題は、そう

いう募集はしているのですが、なかなか人材が少な

いことが１つの問題ではないかと思います。

まず１点目、沖縄県がん○安谷屋正明宮古病院長

対策推進基本計画の実施が今度行われて、沖縄県立

宮古病院もこれまでがん診療連携支援病院というこ

とでしたけれども、これが今、地域がん診療病院の

推薦の申請をしている真っただ中なのです。その中

には、医師の要件、看護師の要件、薬剤師の要件と

いったところどころにやはり定数増をしなければ対

応できないという状況があるのです。ですから、猶

予期間が約１年間あるのですが、来年度に向けてこ

の定数を確保しなければ、これが実施できないので

はないかということが今緊急に課題となっていると

ころであります。

それから、２番目に看護師の問題ですが、先ほど

長期研修とか病休、育休補充とか、そういうところ

は沖縄県立中部病院長、沖縄県立南部医療センター

・こども医療センター院長が言ったのと沖縄県立宮

古病院も一緒です。また、沖縄県立宮古病院独自の

看護師の問題としましては、昨年度新病院に移りま

して、手術件数が年間で約200件、約13％ふえてお

ります。それで手術室の看護師の勤務がかなり負担

になってきているということで、やはり来年度に向

けては人員を増員して２交代制がとれないかという

検討を行っているところです。

それから３点目、先ほど沖縄県立南部医療セン

ター・こども医療センターからもありましたよう

、 。 、に 薬剤師の確保に非常に苦慮しております 現在

沖縄県立宮古病院では薬剤師の１欠員であります

し、先ほど言いましたように、来年度沖縄県がん対

策推進基本計画関係で定数をふやさなければ対応で

きないという状況があります。それから検査室―沖

縄県立宮古病院はいろいろがん等の病理診断という

もので、手術の場合、迅速に診断をするのです。そ

れを今、国立大学法人琉球大学とのテレパソロジー

というもので対応しているのですが、実際に沖縄県

立宮古病院に病理の医師が来て診断にかかわるとい

、 、うところで 検査室の人員が確保できないというか

定数がないところで困っているような状況です。

今沖縄県立宮古病院の○依光たみ枝八重山病院長

安谷屋院長から話がありましたように、地域がん診

療病院について同じような困難な状況にあります。

沖縄県立八重山病院の現状を報告いたしますと、ま

ず、不足状況ですが、医師は眼科が１人、これは３

年前からです。脳神経外科はことしの３月から１人

欠員となっております。看護師は２人欠員です。コ

メディカルに関してはケースワーカー、実は定員が

、 。１人ついておりますが １人欠員となっております

現状ですが、医師は定数44人に対してまして、正職

員は34人しかおりません。足りない分は臨時的任用

職員７人、派遣５人ということで、他府県、それか

ら国立大学法人琉球大学に応援を依頼しておりま

す。脳外科については４月から休診になっておりま

すが、緊急手術が必要な患者さんに対しては、地方

独立行政法人那覇市立病院、あるいは沖縄県立宮古

病院などへヘリコプター搬送、あるいは自衛隊を要

請して搬送しております。

看護師のことに関してですが、今も言いましたよ

うに、離島に来る看護師はやはり若い看護師が多い

ので、特に去年度は産休、育休で22人欠員が出まし

た。それを埋めるために臨時的任用職員とか委託職

員を採用して対応しているのですが、どうしても彼

ら、彼女たちは夜勤ができないということで、残っ

ている人たちに非常に負担がかかっているという現

状があります。

全般にですが、離島という地理的制約のある当院

では、やはりドクター、ナース、コメディカル、有

資格者の人材確保で非常に有利ではないということ

が一番大きな問題となっております。それから今も

話がありましたように、実は薬剤師がこの12月にま

た１人欠員となる状況があります。

沖縄県立精和病院の場合○伊波久光精和病院長

は、毎年の課題でもあるのですが、やはり医師を初

めとして、精神保健指定医、作業療法士、精神保健

福祉士といったパラメディカルの必要な数を安定的
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に確保するのが毎年の課題となっております。それ

と、御存じのように、当院は施設設備が老朽化して

いて、その辺の機器の部品が改修や更新とかがいろ

いろ必要なものですから、そのためのちゃんとした

予算を確保するということです。

以前からもいろいろ検討しているのですが、オー

ダリングシステムみたいなものをもう少し何とか導

入できるように検討したいということと、それから

今年度、なかなか退院できない患者さんの療養病棟

、 、 、をつくりまして これは男性だけですが ここ数年

女性病床が割と満床でなかなか必要に応じられない

ものですから、女性の病床をもう少しふやすような

病棟改築みたいなことを今計画中といったところで

す。

今、６沖縄県立病院からさまざま○新田宜明委員

な課題について御意見を拝聴いたしました。特に医

師不足、あるいはコメディカルの不足が慢性化して

いると。一番気になっているのは、まず、定数があ

るにもかかわらず空定数になっていること。これを

当面どう解決するかということが大変重要ではない

かと思っているのです。もしかすると、県はこれま

でこの定数というのは空定数が常態化しているので

はないかという疑念を私は持っているのです。これ

は病院事業局長のほうが適当ですか、６病院のお話

をまず聞いて病院事業局長の見解、それから保健医

療部長の見解も含めてお伺いしたいと思います。

定数問題に関しては、先○伊江朝次病院事業局長

ほど空定数とおっしゃいましたけれども、実際は実

績がありながら、やはり適当な医師がなかなか確保

できないという事情が今あります。ですから、私た

ちとしてはできるだけそういうものは埋めていきた

いのですが、なかなか来手がいないということで、

例えば本島の沖縄県立病院から応援業務を依頼して

やったり、あるいは一旦本島の沖縄県立病院におい

、 、て そこから全員で何カ月かの交代で行かせるとか

このようなことでやりくりしている状況がございま

す。

それから、コメディカルの空定数の件でございま

すが、実は47人定数増をしたときに、一気にこれだ

けの数を同時期にやって、同じ年代になってしまっ

ては困るだろうというのと、やはり人物をしっかり

選んでいって、ある程度ばらしたほうがいいのでは

、 、 、ないかということで 三 四年の計画期間を置いて

しっかりその定数を埋めていくということで、最終

的に平成28年にはしっかり正規職員で埋めるような

状況にしたいと今考えておりまして、その間できる

だけ臨時的任用職員の技師さんを確保して、その数

を埋めていくという方針で今やっております。

沖縄県立病院の職員定数○仲本朝久保健医療部長

、 、につきましては 地域における医療提供体制の確保

あるいは病院経営の影響等を考慮しながら、当然な

がら病院事業局の中で十分議論され、また沖縄県職

員定数条例につきましては所管するのは総務部にな

りますので、そことの間で適切に協議されていくと

考えております。

保健医療部長、もっと積極的に、○新田宜明委員

その辺は財政部門あるいは総務部門、人事部門のい

ろいろな総合的な調整の上で定数改正等もあるかと

思うのですが、やはり現場の状況がこういう状況で

すから、それをしっかり認識していただいて、ぜひ

頑張っていただきたいと思うのです。やはり現場は

非常に深刻だということは、私どもが視察してもわ

かるのですよ。だから、そういう現状を―これは人

材がいないのか、あるいは予算がつかないのかどち

らですか。病院事業局長あるいは保健医療部長も含

めて、これは予算の確保が難しいのですか、それと

も人材がいない、両方ですか、どちらですか。

正確に言えば両方だと思○伊江朝次病院事業局長

いますけれども、我々は公営企業として公共の福祉

に貢献するという大切な使命がございますけれど

も、一方ではやはり経済性もしっかり発揮して、そ

の収支を見ながら事業を展開するという役割も負っ

ていると思います。ですから、人もふやすという意

味では、現場の労働の過重状況とかも考えながら、

当然それも、そういう意味ではやはり採算というも

のも度外視してやらなければいけないということが

あるとは感じておりますし、経済性の面では、これ

まで経営健全化計画でやってきて、ある程度沖縄県

立病院事業が健全化しつつあるという状況の中、ぜ

ひそういったことも維持しながら、現場の就労環境

を改善して、県民の皆様が納得いけるような、満足

いけるような医療提供をしていきたいと考えており

ます。

そこまで実態把握しているかどう○新田宜明委員

か、大体わかると思うのですが、民間で採用されて

いる医師、あるいはコメディカルの実際の給与水準

と沖縄県立病院との間には相当の差があるのでしょ

うか。あるいはほぼ同水準で給与水準はなっている

のか、その辺をわかるようでしたらお願いします。

専門医によっても違うかもしれませんけれども。

この点については、民間○伊江朝次病院事業局長

医療機関の給与の状況というのはなかなか公表され
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ていないこともありまして、我々としては正確な数

字をなかなか把握しにくいという状況がございま

す。聞くところによると、病院によっては人それぞ

れで決まっていくとか、あるいは例えば稼ぎの状況

で翌年幾らとか、こういった形で決まっていくとい

う状況があって、大体毎年その年ごとに一年契約で

額を決めていくという話を聞いております。

一方では、沖縄県立病院の場合は公務員としての

身分が保障されますから、例えば病休とかがあって

もその一定期間は何割かの給与が保障されながら

しっかり療養に専念できることもございまして、選

ぶのはそれぞれだとは思いますが、沖縄県立病院の

場合は、委員も御存じのとおり全県下に６病院あり

ます。もちろん就労環境も住居環境も違ってくるわ

けですから、昨今の風潮としては、子供の教育とか

生活の便利さを考えると、やはりどうしても都会に

住みたがるという状況がございまして、人事異動等

も含めたハンディがある一方で、そういった人材確

保も厳しい。その中で病院という職場が、医師たち

によってはかなり厳しい状況になっていることがあ

ると思うのです。ですから、そういうことを解消す

るにはやはり人手を多くして、例えば当直とか、時

間外の負担をできるだけ軽くしていくことも１つの

方法だとは思います。ですから、待遇をよくしたか

ら来るというものでもないと考えておりまして、人

それぞれそういう価値観の違いはあると思っており

ます。そういう中でも、我々がしなければいけない

ことは、そこで働く人たちのいわゆる就労環境をよ

りよくして、働きやすい環境をつくるのが一番大事

ではないかと考えております。

まず、これは私の主観的な意見か○新田宜明委員

もしれませんけれども、やはり就労環境と待遇をよ

くするということは絶対的な条件ではないかと。そ

して、子供が住んでいるところについては、教育格

差がないような、こういう遠隔でもちゃんとした、

都会と同じぐらいの教育を受けられるようなシステ

ムも大事だと思うのです。

きのう、教育委員会の決算議案調査もありました

けれども、そこでも離島・僻地と本島都市部との教

育格差をどうするかという問題を議論しましたけれ

ども、これはどの職業についている人でも必要だと

思うのです。そういう意味ではひとつ、保健医療部

長が行政のトップですから、トータル的にそういう

議論をぜひやっていただきたい。そうでないと、離

島を抱えた特殊なこの沖縄県では、医療問題はなか

なか前進しないのではないかという感じがしてなら

。 、 、ないです そういう意味では ６つの沖縄県立病院

これはぜひ存続をさせながら医療行政に貢献してい

ただきたい。

特に医療分野というのは、私は費用対効果論、経

済性だけで見てはいけないとずっと思っています。

どうも最近―私も豊見城市役所にいましたけれど

も、行政が合理化で最初にターゲットにするのは教

育と福祉です。まず公立保育所を廃止したり、ある

いはまた学校の用務員を廃止したり、給食センター

を民間に委託したり、あるいは児童館だとかさまざ

まな公的施設をぼんぼん指定管理していると、特に

行政の中でもソフトの部分で人員削減が始まるので

す。どうもハードの部分は国からの補助金とかが結

構いっぱいありまして、使い切れないぐらい、たま

には事務費がおりてきたりして、これをばらまいて

会計検査院に指摘されたり、こういうこともあるの

です。ですからそういう意味では、住民というのは

ハードはよく見えるので、何か成果が上がったかの

ように見えますけれども、しかし、人間本来の住み

やすさだとか、あるいは幸せ観というものは、安心

して生活ができるという環境整備が非常に大事だと

思うので、昨今のいろいろな状況を考えたときに、

こういった病院部門、福祉部門というものは非常に

大事だと思いますので、ひとつ政策的な決意も込め

て―本来ですともっと細かい個別の問題に入りた

かったのですが、きょうは総括的な話で私は終わり

たいと思いますので、保健医療部長から決意のほど

を伺いたいと思います。

私が保健医療部に来て、○仲本朝久保健医療部長

４月からやっていまして、特に病院事業局とはこの

間何度も何度も連絡会議を開き、いろいろ意見交換

をしています。特に医師確保については喫緊の課題

ということで、今般基金も設置し、それをもって病

院事業局のほうに医師をしっかり確保するというこ

とをまずやりました。

また、それ以外にも、北部地域は今特に厳しい状

況にあるものですから、沖縄県立北部病院、公益社

団法人北部地区医師会北部地区医師会病院との統合

も含めた基幹的病院の設置についての研究会も立ち

上げて、議論が進んでおります。その中で、委員の

話にありました住環境、教育環境とか、医師がそこ

に来たがるような生活環境をつくるということも、

これは北部広域市町村圏事務組合のほうでの研究も

あります。そういう意味でも、我々としてもしっか

り病院事業局とタイアップしながら、いろいろなと

ころで研究して、検討し、それから実施していきた
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いと考えています。

続けます。赤嶺昇委員。○呉屋宏委員長

まず最初に、今ちょうど病院の件が○赤嶺昇委員

出ましたのでお聞きしたいのですが、先ほど各県立

病院の先生方から薬剤師が不足していることが出て

いましたので、病院事業局長から、これについての

対策をお聞かせください。

現在、薬剤師の欠員解○當銘健一病院事業統括監

消に向けて、これまで行ってきましたホームページ

、 、の活用とか ハローワークでの募集を行うとともに

一般社団法人沖縄県薬剤師会ですとか、あと薬科の

学科を有している大学などの関係機関にも協力を依

頼するなど、それとまた各沖縄県立病院とも連携し

て人材確保に取り組んでいるところでございます。

募集をかけるのは当然の話であっ○赤嶺昇委員

、 。て 沖縄県立病院に薬剤師が来ない理由は何ですか

委員も御存じのとおり、○伊江朝次病院事業局長

薬剤師は４年制から６年制へといわゆる修業年限が

変わったことがございます。そして一方で、病院以

外にちまたの薬局、こういうものが企業ぐるみで全

国展開していて、かなりそういう人材のニーズが高

まっている状況がございます。そういう中で、病院

でやる業務というものが、従来の病院の薬局窓口だ

けではなくて、病棟にも行かなければいけない、患

者さんに説明しなければいけない。それから、そう

いった臨床業務、医学的なことも含めた患者さんへ

の対応をしなければいけないということが複雑な業

務になってきております。そういう意味で、薬剤師

の皆さんにもかなり負担がかかってきているのでは

ないかということがございます。一方では、沖縄県

立病院の場合、沖縄県立中部病院では薬剤師の３交

代をやっておりまして、こういうところも人材を

しっかり確保していかないと、就労環境としてなか

なか難しい、ハンディのある状況なのかということ

。 、 、はございます そういうことで 病院業務に対して

薬剤師の皆さんたちが就職口として選ぶのが大分遠

のいているのかという感じはしております。

今、病院事業局長から課題が全部出○赤嶺昇委員

ましたので、それについてどう対応されますか。

この件に関しては、先ほ○伊江朝次病院事業局長

どから言っています就労環境をよくしていくことし

かないだろうと思うのです。そのためには人材確保

をしなければいけないですし、こういう薬剤師さん

たちの業務の負担軽減ができるような環境、あるい

は研修とかをしっかりやって、気持ちよく働けるよ

うな条件を整備していくことが一番大事ではないか

と思います。

ぜひ、各沖縄県立病院の院長の皆さ○赤嶺昇委員

んと、薬剤師の皆さんが来たくなるような環境を構

築できるかどうかをしっかり連携して、それを示し

てもらいたいと思っています。

、 、それから 委員長を通してお願いしたいのですが

先ほど各沖縄県立病院の院長の皆さんから課題等に

ついて述べてもらいましたので、できたらこれを

ペーパーで―述べたもの以外でもあれば、きょうで

はなくてもいいですので、提出をお願いしたいと

思っております。

それから、先ほど定数の話が大分出たのですが、

総務部の定数の中で、大分沖縄県議会でも議論して

きましたが、総務部は一方でいわゆる経営安定化で

財政的な部分を言いますし、各沖縄県立病院の院長

の皆さんは、現場の職員、スタッフの疲弊という話

がこの間よく出てきたのです。きょうあえて各病院

の院長の皆さんに聞きたいのですが、例えば定数の

、 、枠を広げた場合に 要するに定数を無限に広げると

今度は財政的な部分の問題が出ますよね。それは各

病院の院長の皆さんは、定数の枠を広げたとしても

ちゃんと経営は安定できるという自信があるかどう

かも含めて、１人ずつお答えいただけませんか。

確かに当院では今、医師の○上原哲夫北部病院長

数に関しまして欠員状態でありますけれども、それ

をどのように集めるかということで、医師１人が集

まればやはり患者さんは集まりますので、それなり

の利益の増にはなると思います。ただ、どうして沖

縄県立北部病院に来てくれないのかという問題をい

かに解決するかということがその先の問題であっ

て、医師を確保して、患者さんが集まって、さらに

看護師をふやしていくというパターンになると思う

のです。今、北部市町村会でも頑張っていますけれ

ども、いかに定住条件をよくして皆さんが来てくれ

るかということを検討しながら、みんなでいろいろ

な会を持ちながらやっているところでありますけれ

ども、ちょうど全国的に都市に医師が集まるみたい

に、例えば沖縄県立中部病院とか沖縄県立南部医療

センター・こども医療センターには集まるけれど

も、沖縄県立北部病院には行きたくないとか、離島

に行きたくない、そういうことをいかに解消してい

くかがこれからの課題ではないかと思います。

確かに医者が集まれば患者さんが集まるし、看護

師も集まるので、医師に関する定数は沖縄県立中部

病院も困っているところはあるみたいですが、うち

ではまず来てくれないということがあって、来てく
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れればもうちょっとふやすということはあると思い

ます。

どうしたら沖縄県立北部病院に来てくれるかとい

うことをいかにやっていくかが今の課題でありま

す。定数をふやせば明らかにリハビリの感じで―こ

の前３名ふやしてもらいましたけれども、それで

4000万円ほど上がりましたし、増収になる部分はあ

ると思うのです。あともう一つは、患者さんのケア

の問題、７対１看護体制をいかに導入するかとかそ

の辺もありますので、その辺はプラスマイナスを考

えながら、いかに医療をよくしていくか、地域の医

療をよくしていくかということを考えないといけな

いと思います。

質疑は経営と定数ですので、それ○呉屋宏委員長

に特化してお答えください。

松本廣嗣中部病院長。

国の診療報酬改定というも○松本廣嗣中部病院長

のは、恐らくそういう部分を十分見込んで改定して

いると思います。私はうちの病院の薬剤師、医師の

増加、臨床工学士の増加あるいは理学療法士の増加

などに関しては、診療報酬側はもう十分対応の準備

をされていると思います。ですから、それをふやせ

ば、その分だけ収益を上げることができるだろうと

思っております。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

医師、コメディカルをふやすということは、院長

要は診療内容の改善につながると思うのです。例え

、 、 、ば医師に関しては 御存じだと思うのですが 近々

専門医の研修施設として公益財団法人日本医療機能

評価機構、第三者で評価されて、その施設になるた

めにはどういった医者がいなくてはいけないか、何

名いなくてはいけないかというのがかなり要求され

ます。そのため、高度医療によって患者さんが集ま

るということで、各科によって医者は何名、専門医

は何名いなくてはいけないというある程度の規約が

ありますから、それをクリアしたい。

それから、最近は歯科口腔外科のケアが総合病院

では非常に重視されています。１人から２人にふや

しました。それで随分増収があります。具体的には

数千万円の増収がありました。それから、もう一つ

は看護師です。後でディスカッションになるかもし

れませんけれども、今我々が考えているのは、小児

集中治療センター、ＰＩＣＵ、それとＮＩＣＵ。小

児集中医療センターは６床から８床にすることに

よって管理加算が随分変わります。１.5倍に変わり

ます。これをある程度試算しますと、これも7000万

円、8000万円の増収があります。それから、ＮＩＣ

Ｕに関しても、今30床ですが、実際12床がいわゆる

ＮＩＣＵ、18床がそれを超えたいわゆるＧＣＵとい

います。やはり重症のところはこれを逆転させる。

要するにＮＩＣＵを18床、ＧＣＵを12床にすること

によって、これも加算が違います。ところが、それ

をするためには、２対１の看護師がいないとＮＩＣ

Ｕが開けないのです。そのためには、９名ほどの看

護師が必要だと。これによって試算しますと、随分

増収が―恐らくそれも8000万円ぐらいの増収が見込

まれますので、我々が増員の要求をするときには、

確かにサービスの問題もありますけれども、増収を

するという、人をふやせば増収があることをある程

度確信といいますか、考えての要求ですから、ぜひ

それを委員の皆さんも後押ししてほしいと思いま

す。

まず１点目は、チーム医○安谷屋正明宮古病院長

療で医療の質を上げると診療報酬も上がってくるの

です。ですから、各病院もそうだと思うのですが、

そういうことを毎年毎年模索しながら進んでいると

いう状況です。ですから、質の向上は診療報酬が上

がることにつながるということが１点目です。

それから、離島の場合には、やはり人をふやすと

給与費が特に上がります。ですから、離島増嵩費が

ないと、沖縄県立宮古病院、沖縄県立八重山病院の

場合には、人員を確保した場合に本島の病院より給

与費が非常にふえます。ですから、離島増嵩費はぜ

ひ必要になります。

それから３点目です。我々は沖縄県立病院の危機

的状況というものを、本当に倒産するかというよう

な危機的状況を踏まえて、この経営再建計画を立て

て乗り切ってきました。まだ途上にあるところです

が。ですから、我々が定数をふやす、人をふやすと

いうことは、あくまでも経営を鑑みた、こういう経

験上から鑑みたことを言っていると思うのです。そ

の辺を御理解いただきたいと思います。

今お話ししようと思っ○依光たみ枝八重山病院長

たら、我那覇南部医療センター・こども医療セン

ター院長、安谷屋宮古病院長がもう言いたいことを

話し済みなのですが、１点、沖縄県立八重山病院で

ことし収益を上げようということで、看護部、それ

からコメディカルともいろいろ話をしまして、今

言ったがん診療のことに関して、それからいろいろ

な加算に関しては、どうしても定数が必要だという

ことです。それから、新しくＨＣＵ、ＮＩＣＵは、

ずっと運営はしていたのですが、加算がとれないと
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いうことがありまして、ナースの数、それから施設

設備の問題ということで、実はＨＣＵは８月から加

算がとれるようになりました。それはナースの増員

によってとれるようになりました。ＮＩＣＵは施設

設備が必要ということで、予算をお願いして、実は

今年度中の開院の準備をしております。

定数をふやすと経理的には○伊波久光精和病院長

いいかという問いですが、そもそも我々は医者に関

しては、皆さん御存じのように、一般科は16対１の

医師定数ということになっているのですが、精神科

医に関しては48対１と、それでいいという精神科特

例というものがありまして、それに基づいて我々の

病院は、創立以来ずっと定数が９名となっているの

です。これだけ医師の役割とか精神科医療の役割と

、 、か いろいろなことがなされているにもかかわらず

ずっと９名ということで来ているのでいろいろ忙し

いものですから、結局はその９名もなかなか確保で

きない、毎年９名確保するのも大変だということで

す。

御存じのように、沖縄県立八重山病院とか沖縄県

立宮古病院、総合病院の場合は大体16対１になって

いるのですが、我々の病院は医療観察法とか、昔と

違っていろいろな医師の負担が大変大きくなってい

るにもかかわらず、９名で据え置かれているという

ことが一番のあれです。他の職種の定数化は、結局

定数以上に業務を行っていて嘱託職員、臨時的任用

職員とかでカバーしているのですが、彼らはある程

度やったら期限切れで、民間は定数というものはあ

りませんのでどんどん採用されるものですから、す

ぐ去っていくので毎年入れかわりがある。欠員とは

言いませんけれども、それが生ずるものですから逆

。 、に収入が落ちてしまう 訪問看護が少なくなったり

デイケアができなかったり、作業療法士でなかなか

とれないとかということです。一番言いたいのは、

精神科の場合は医師定数は何とか維持はできるので

すが、本来は定数10人、11人、12人というようにあ

る程度幅を持たせておかないと、これからやってい

けないのではないかということです。

伊江病院事業局長にお聞きしたいの○赤嶺昇委員

ですが、先ほど沖縄県立八重山病院の医師の定数44

名に対して正規雇用は34名ということだったのです

が、ここの医師数に対して、正規雇用、非正規雇用

の割合はどうなっていますか。医者の正規雇用とそ

うではない雇用があるわけですよね。全体のその割

合とか数はどうなっていますか。

あと、先ほど平成25年度沖縄県病院事業会計決算

、 、審査意見書の中で 狩俣委員も聞いていたのですが

未収金の件で、いわゆる弁護士等を活用するという

ことだったのですが、未請求というものはあります

か。

未請求というこ○松田碩志県立病院課経営企画監

とはないです。

未請求というものは、要○伊江朝次病院事業局長

するに一定の書類が整っていないということで支払

基金に請求していないというケースでございます

が、それはあります。現在のところ幾らかというこ

とは、手元に資料がないので把握しておりませんけ

れども、存在します。

ですからこの未請求、以前にも質疑○赤嶺昇委員

させてもらったのですが、この数字を今把握はして

いないのですか。

未請求の状況に○松田碩志県立病院課経営企画監

ついて、平成26年８月末時点の６病院の合計額が８

億8000万円となっております。未請求の主な理由と

しましては、高額コメントの未記入が29％、公費負

担医療の未決定が48％ということであります。

この29％のコメントの未記入という○赤嶺昇委員

ことですが、これはちゃんと対処はできるものなの

ですか。ミスですか。これはどういう要因。

、 、○伊江朝次病院事業局長 これは いわゆる主治医

担当医師が診療した患者さんについて高額コメント

は記入することになっておりまして、その記入が、

作成がおくれている、あるいはたくさん持っていて

なかなかそこまではかどらないという方もおりま

す。ということで、実際的には担当医師がまだそう

いったところに、いわゆる請求するまでにまだ至っ

ていないという状況です。

ですから、そこにも８億円ぐらい不○赤嶺昇委員

足しているということが出てくるわけです。総務部

は収支のことをよく言われるのですが、こういうこ

とも本来もう少しゆとりがあると、請求業務も含め

て、多分現場が非常に大変な状態で、結果的にそう

いうことにまた影響することは僕らも予測できるわ

けですよ。経営安定化ということは我々もわかりま

すよ。しかし、不採算医療もありながらこれを総合

的にやらないといけないこともあって、こういうと

ころに影響が出ていることについて、病院事業局長

の意見をもう１回お聞かせください。

これは、委員おっしゃる○伊江朝次病院事業局長

ように、業務がなかなか過重でそういう時間がとれ

ないというケースもございますので、そういった実

態をしっかり把握して、どのような改善ができるか
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ということは病院現場ともこれまでもいろいろ意見

交換しておりますけれども、以前から比べると減っ

ている状況はございますが、なかなかこれがゼロに

なるということがないので、やはり新たな対策とい

うのは、人材確保も含めたことを検討していきたい

と思っております。

ぜひそういった定数の問題も含めて○赤嶺昇委員

総合的に見て、あと各院長の皆さんの現場の声は非

常に大事だと思っております。現場の声と当局で温

度差があるように今でも感じておりますので、しっ

かり連携をしていただきたいと思っております。

ドクターヘリについてお聞きしたいのですが、沖

縄県のドクターヘリは、社会医療法人仁愛会浦添総

合病院が開始してからどのぐらいになりますか。

平成20年12月から運○金城弘昌保健医療政策課長

、 。航しておりますので ７年目ということになります

この沖縄県のドクターヘリは社会医○赤嶺昇委員

療法人仁愛会浦添総合病院がやっているのですが、

国からいわゆる補助というか、それに係る経費とい

うのはもう基準が決まっているのか、全国一律なの

か。先ほど赤字という話をされていたのですが、国

からの支援はどのようになっていますか。

これは国の事業メ○金城弘昌保健医療政策課長

ニューでございますので、国庫の基準額がございま

す。平成24年度までは国庫の基準額として１億円と

いうことでしたが、平成25年度は１億588万2000円

になっております。

そうしますと、今実際運行するため○赤嶺昇委員

にかかっている経費で、沖縄県の負担はどれぐらい

になっているか教えてください。

平成25年度の実績で○金城弘昌保健医療政策課長

ございますが、沖縄県で実施しております負担は

8035万1000円となっております。あわせて、このド

クターヘリについては鹿児島県のほうにも飛んでお

りますので、鹿児島県が負担している分を雑入とし

て収入しておりまして、それも合わせて歳出に組ん

でいるところでございます。

鹿児島県からは沖縄県に幾ら入って○赤嶺昇委員

いますか。

平成25年度の実績で○金城弘昌保健医療政策課長

ございますが、3183万7000円でございます。

社会医療法人仁愛会浦添総合病院は○赤嶺昇委員

いわゆる赤字だと思うのです。社会医療法人仁愛会

浦添総合病院がこの事業を平成20年からやってい

て、これまで幾ら、赤字の推移を教えてもらってい

いですか。

平成20年度からでよ○金城弘昌保健医療政策課長

ろしいですか。平成20年度は12月からの運用でござ

いますが、平成20年度が782万5000円、平成21年度

が3639万8000円、平成22年度が4577万1000円、平成

23年度が4999万6000円。実は平成24年度から、先ほ

ど少し説明しましたが、沖縄県は特殊な事情がある

ということで沖縄振興特別推進交付金を活用しまし

て、一部補塡をしておりまして、赤字額が少し減っ

ておりまして、平成24年度が2765万3000円、平成25

年度は1631万円となっております。

所要のため、副委員長に委員長の○呉屋宏委員長

職務を代行させますので、よろしくお願いします。

休憩します。

（休憩中に、正副委員長の交代）

再開いたします。○狩俣信子副委員長

委員長の指名により、副委員長の私が暫時委員長

の職務を代行いたしますので、よろしくお願いいた

します。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

赤嶺昇委員。

沖縄県もいろいろと努力しているこ○赤嶺昇委員

とは認めますけれども、社会医療法人仁愛会浦添総

合病院がこれだけいわゆる持ち出しというか、赤字

をやりながら、その役割は非常に大きいと思うので

す。その大きい役割がある中で、さっき保健医療政

策課長がおっしゃったように、鹿児島県までカバー

して、沖縄県の特殊事情が燃料の問題であったりと

か、せっかく社会医療法人仁愛会浦添総合病院が頑

張ってやっている部分について、いま一度、せめて

赤字を出させないようにやるべきではないかと思い

ますけれども、保健医療部長、いかがですか。

先ほど保健医療政策課長○仲本朝久保健医療部長

からもお答えしましたように、沖縄振興特別推進交

付金を使いまして、赤字についての対応ということ

をやってまいりました。今後についても、またでき

る部分についていろいろ検討はしていきたいと思い

ます。

努力とかではなくて、要するに沖縄○赤嶺昇委員

県のドクターヘリをやってもらっていて、皆さんは

補助という観点かもしれないのですが、赤字がこれ

だけ出ると非常に厳しいです。片や鹿児島県からは

皆さんちゃんと沖縄県に入れているわけです。この

鹿児島県の分をせめて沖縄県に入れるのではなく

て、実施しているのは社会医療法人仁愛会がやって

いるわけですから、そこを鹿児島県から入っている

分ぐらいの赤字は補塡するべきではないかと思いま
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すが、いかがですか。それは検討するべきだと思い

ますよ。

繰り返しになりますが、○仲本朝久保健医療部長

いろいろな方法を検討していきたいと思います。

今言った、鹿児島県から入っている○赤嶺昇委員

分も含めて検討するということで理解していいです

か。

この分につきましては、○仲本朝久保健医療部長

向こうとの関係、調整もありますので、お答えはな

かなかしにくいですが、いろいろな方法で社会医療

法人仁愛会浦添総合病院の負担が減っていくように

という検討をしてまいります。

ドクターヘリの実績も含めて、それ○赤嶺昇委員

は今後も大事だと思うのです。社会医療法人仁愛会

浦添総合病院以外でほかができるかというと、なか

なかこれだけの赤字を出してまで非常に厳しいと思

います。ですから、それを負担しながらやっている

と。もっと言うと、社会医療法人仁愛会浦添総合病

院は独自でドクターカーもやっているのですよね。

ドクターカーそのものもかなりいい実績を出してい

ると思うのです。それについて皆さんは認識という

か、把握していますか。

社会医療法人仁愛会浦添総合病院○阿部義則参事

が運行しているドクターカーというものですが、存

在は承知しております。患者のもとにドクターを運

ぶという役割、救急車とはまた別の役割だと認識し

ております。ただ、実績については、申しわけあり

ませんけれども承知しておりません。

社会医療法人仁愛会浦添総合病院に○赤嶺昇委員

ドクターヘリについていろいろ確認したところ、ド

クターカーもやっていると。実績はやはり出ている

のです。例えば浦添市立浦西小学校の女子生徒が登

校したときに正門前で倒れて、ドクターカーがすぐ

出動して、そのおかげで助かったという事例がある

のです。医師が直接行きますからね。ですから、そ

ういう実績がある病院なのです。別に皆さん何とか

しなさいという話をしているのではなくて、沖縄県

のドクターヘリもやりながら、なおかつドクター

カーもやっているということは、全国的にかなり注

目されている部分なので、沖縄県としてそういう事

業もやっているということで少し情報収集をしてい

ただきたいと思っています。このドクターカー事業

は、別に浦添市だけではなくてほかの地域でも、場

合によってはニーズとして非常に高くなるのではな

いかと思っておりますので、今後研究していただき

たいと思いますけれども、いかがですか。

今のドクターカーにつき○仲本朝久保健医療部長

ましても、実態、実績等々を確認して研究してまい

りたいと思います。

先ほどの答弁が残っているよ○狩俣信子副委員長

うですので、発言を許します。

篠﨑裕子県立病院課医療企画監。

沖縄県立八重山○篠﨑裕子県立病院課医療企画監

病院の定数の件ですが、沖縄県立八重山病院自体44

名の定数のうち34名の正規職員がはまっています。

あと７名が臨時的任用職員で今配置されています。

それ以外に、民間とか県外の大学から派遣していた

だいている医師が、派遣会社を通して勤務していた

だいているのが５名いらっしゃいます。

休憩いたします。○狩俣信子副委員長

午後０時４分休憩

午後１時22分再開

再開いたします。○狩俣信子副委員長

午前に引き続き質疑を行います。

糸洲朝則委員。

大体午前中に狩俣委員がやったの○糸洲朝則委員

と重複しますが、角度を変えてまた質疑をしたいと

思いますので、よろしくお願いします。

主要施策の成果に関する報告書を中心にやります

ので、よろしくお願いします。

１番目に、医療費の負担軽減。これについてはこ

ども医療費助成事業、皆さんのこの説明によります

と、41市町村に対して子供の医療費助成が平成７年

度から開始されておりまして、大変高い成果を上げ

ていると、非常にいいことでございます。そこでお

伺いしますが、市町村によってそれぞれ取り組みに

も時期的なものもあるし、例えば年齢の制限とか、

あるいは入院、通院等、いろいろなそういった差が

あろうかと思いますが、それに対する現状の認識を

まず聞いておきたいと思いますが、御説明をお願い

します。

こども医療費助成事業、実○糸数公健康長寿課長

施主体は市町村ということで、今おっしゃったよう

に、市町村の助成の枠が若干異なっていることは認

識しております。沖縄県としましては、平成24年10

月に入院の医療費を中学校卒業まで拡大したところ

で、現在は、その助成枠を拡大したことによる事業

費の動向や実施市町村の意向を踏まえて検討してい

るところであって、今、沖縄県としては通院は３歳

まで、それから入院は中学校卒業までということで

実施しているところです。

それと、市町村によってばらつきというか、差が
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あるとおっしゃいましたけれども、平成26年４月１

日現在で、入院について高等学校卒業までカバーし

ているのが３町村、それから中学校卒業までが38市

町村、合計41となります。通院につきましては、高

等学校卒業までが２町村、中学校卒業までが12市町

村、就学前までが11市町村、それから４歳児までが

１市、そして３歳児までが15市町村となっておりま

す。

入院については中学校卒業までと○糸洲朝則委員

いうのがほとんど、高等学校も３町村あるという話

でございます。本県は離島県の中のさらに離島を抱

えている県でございますから、とりわけ私も多良間

島の生まれ育ちだから、やはり入院となると宮古に

行ったり、沖縄本島に来たりと、いわゆる医療費が

かさむわけで、だからその医療費が２分の１助成、

あるいはまた全額助成ということは大変ありがたい

わけでございます。

これは別の項目でもよく議論される、例えば付き

添いとか、あるいはまた宿泊の問題とか、そういっ

たものについては、この場では議論をしませんが、

、 、しかしながら やはり離島を抱えている県としては

常にそこら辺の離島の負担軽減ということは、医療

費助成と相まってやっていくべきではなかろうかと

思っておりますが、いかがでしょうか。

離島の医療環境は厳しい○仲本朝久保健医療部長

ものがあります。助成については、まず市町村から

いろいろな健康診断の渡航費ですとか、そういう助

成をしているところもあります。また、離島の交通

コストの軽減ということで、沖縄振興一括交付金を

活用した離島住民に対する交通コストの低減もござ

います。また、今般、沖縄県立八重山病院の新設に

当たっては、地元の市町村から宿泊、移動について

の要請も出ていますので、これについてもまたいろ

いろと検討していきたいと考えています。

次に、医師確保対策事業に係るド○糸洲朝則委員

クターバンク及びへき地医療支援機構の運営につい

て、これは予算2356万5000円という、ちょっと少な

いのではないかと といいますのは 登録医師が129。 、

人、派遣人数が13人、派遣日数2200日というこの成

果を見ていると、この数字の裏づけというもので理

、 、解しにくいのがありますが この運営状況について

簡単に御説明いただけますか。

ドクターバンク及び○金城弘昌保健医療政策課長

へき地医療支援機構の運営について簡単に御説明さ

せていただきます。

沖縄県におきましては、厚生労働省が定める要綱

に基づきまして、公益社団法人地域医療振興協会と

いうのがございますが、そこにへき地医療支援機構

の設置と運営を委託してございます。このへき地医

療支援機構においては、いわゆる沖縄県内の離島等

の沖縄県立病院や診療所での勤務を希望する医師の

情報ということで―ドクターバンクでございます

が、登録をしております。派遣可能な民間病院の情

報を沖縄県内外から幅広く収集しまして、登録管理

をしております。これら地域で専門医が不足した場

合には登録された専門医を派遣するということで、

派遣元と派遣先の医療機関との相互調整を行うとい

うことで、この費用につきましては、派遣調査を行

う専門官の人件費等になってございます。それで医

師を確保しているということで、具体的にその派遣

された医師の例えば給与につきましては、それぞれ

の受け入れた医療機関で経費を賄っているところで

ございます。

そうすると、そのへき地医療支援○糸洲朝則委員

機構の運営費になるわけでございますので、大体毎

年予算規模としてはこの規模ですか。

人件費を計上してお○金城弘昌保健医療政策課長

りますので、大体そういう規模、合わせて必要な諸

経費を計上しております。大体このような規模でご

ざいます。

このドクターバンク、プールして○糸洲朝則委員

登録されているということでございますが、どう

いった先生方がこの登録をなさっているのか、ある

いは登録に至るまでのシステムとかがありましたら

教えてください。

平成26年４月末現在○金城弘昌保健医療政策課長

になりますが、数字が129名と少し違います。まず

内科が68名、外科が13名、小児科が２名、整形外科

が４名、泌尿器科が２名、産婦人科が５名、麻酔科

が３名、救急が９名、総合診療科が10名、眼科が２

名、歯科が14名となっております。ただ、これにつ

きまして、すぐに派遣を希望するというわけではな

くて、医師のほうでいつごろを希望する、もしくは

短期でとか、長期でとかいろいろな内容がございま

すけれども、まずは沖縄県内で働くという興味・関

心のある方に登録してもらうということで取り組ん

でいるところでございます。

皆さんの事業の効果によります○糸洲朝則委員

と 「ドクターバンク登録医８名を県立北部、八重、

」 、山病院等に派遣した という御説明でございますが

当然沖縄県立北部病院、それから沖縄県立八重山病

院には附属診療所がございますね。そこへはどれぐ
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らい派遣されていますか。

この事業を活用して○金城弘昌保健医療政策課長

の派遣は座間味診療所になっております。それ以外

には沖縄県立北部病院に２名、それと沖縄県立八重

山病院に５名という状況で、それ以外に後期臨床研

修事業を使った派遣であるとか、学校法人自治医科

大学卒業生の派遣であるとか、そういったものは別

途診療所に派遣しているところでございます。

それと、今も少し話が出ましたけ○糸洲朝則委員

、 、 、れども 医学生の後期研修医とか 修学資金の貸与

62人の計画に対して54人という実績、あるいは後期

研修医も６人の計画で１人の実績と、予算化された

計画と実績が―特に後期研修医については６人の予

定が１人と。これは何か原因があるのですか。

後期研修医につきま○金城弘昌保健医療政策課長

しては、これは特定診療科ということで、産科、脳

外科、麻酔科の３つでございますけれども、それぞ

れ合計で６名を計画しておりましたが、結果的にそ

の資金を申し込んだ方が１名になったということ

で、減になっているという状況でございます。

これは多分必要な診療科目だか○糸洲朝則委員

ら、先生方だからそういう計画を立てたと思います

が、やはりこれは継続的に次年度へさらに進めてい

くとか、こういったこと等も考えておりますか。

委員おっしゃるとお○金城弘昌保健医療政策課長

り、この事業につきましては、医師確保について非

常に重要な施策であると考えていますので、引き続

き修学資金の確保については取り組んでいきたいと

考えております。

この離島へき地病院勤務医師研修○糸洲朝則委員

派遣事業への補助、これも国内で１人ですよね。計

画で４人、国外は２人の計画がゼロ人と、これも計

画と実績の差というのが気になるので伺いますが、

、 、この国内への研修事業の内容とか あるいは仕組み

国外への仕組み、あわせてこの実績の差という３点

についてお願いします。

この事業につきまし○金城弘昌保健医療政策課長

ては、平成25年度から沖縄振興一括交付金を活用し

て実施している事業でございます。事業の調整につ

きましては、病院事業局と調整させていただいたと

。 、 、ころでございます 結果として 派遣といいますか

研修派遣できるような方が１名になったということ

で、詳細については、病院事業局でお願いしたいと

思います。

難病相談・支援センターについて○糸洲朝則委員

伺いますが、まず、難病相談・支援センターについ

ての現在の状況と、今後の展望等がありましたら伺

います。

沖縄県内に１カ所難病○上里林薬務疾病対策課長

、 、相談・支援センターを設置いたしまして 難病患者

家族等の日常生活における悩み等に対する相談、就

労支援などを行っております。

活動内容といたしましては、昨年の実績は、相談

支援としては685件、内訳が電話相談540件、面談47

件、その他98件ということで685件になっておりま

す。その他の活動といたしまして、医療相談会、地

域交流会等の支援、就労支援、難病情報誌を発行、

講演会、研修会等を開催し、意思伝達装置貸し出し

等も行っております。

難病相談・支援センターは、僕の○糸洲朝則委員

認識では、たしかＮＰＯ法人アンビシャスに業務委

託していると認識しておりますが、そのとおりです

か。

そのとおりでございま○上里林薬務疾病対策課長

す。

このＮＰＯ法人アンビシャスにつ○糸洲朝則委員

いては、皆さん方の委託料と、あとは寄附とか、そ

ういう周囲の善意の皆さん方からいただくもので

賄っているのです。しかし、それはそれとしてとう

といし、またありがたいことですが、たしか私の記

憶では、うちの坂口厚生労働大臣の時代に各県に１

カ所難病支援センターを設置するようにというのが

あったと思います。したがって、あれから何年もた

ちますが、沖縄県はこのＮＰＯ法人アンビシャスが

。 、ずっとやっている しかも予算の規模はふえないか

ひょっとして減っているか、そういうことを考える

と、新たな展開等も含めながら、せめてあの人たち

の活動がもっとしやすいようにやってあげるとか、

もっと前向きに取り組めませんか。

373万4000円という予算○仲本朝久保健医療部長

額でございますが、次年度以降、この分についてど

のような手当てができるかについては、検討してい

きたいと考えています。

病院事業局に移ります。通告して○糸洲朝則委員

おります当年度未処理欠損金、いわゆる累積赤字、

これは病院事業局長の説明にもありましたように、

170億円を超える金額でございまして、この対策に

ついてはいろいろ説明もしてありますが、やはり病

院事業を健全に運営していくには、この処理という

ものは大変重要な課題であると思って通告をいたし

ました。その対策について伺いたいと思います。

累積赤字の対策につい○津嘉山朝雄県立病院課長
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てでございますが、平成25年度決算における当年度

未処理欠損金、当年度純損益２億5092万6388円、こ

れに前年度の繰越欠損金を加えますと170億1915万

7567円となっております。この主な原因は、旧沖縄

県立宮古病院の固定資産の除却をしたことに伴う臨

時損失が出たということで、これが約10億5000万円

計上しております。この赤字を減らす対策といたし

ましては、当年度の純利益を出すことが赤字を減ら

していくことになりますので、平成21年度から平成

24年度までは５年連続で純利益を計上しておりまし

た。累積赤字も238億8000万円から167億7000万円ま

で減少しまして、平成25年度につきましては、先ほ

ど申し上げましたとおり、沖縄県立宮古病院の固定

資産の除却があったために飛び出た形になっており

ますけれども、引き続き経営健全化に取り組むこと

で、この累積赤字は減少していけるものと考えてお

ります。

病院事業だから、赤字とかあるい○糸洲朝則委員

は黒字とか、そういった問題で議論すべきではない

かもしれませんが、事業である以上は、やはり健全

な経営、運営というものは当然求められることでご

ざいますから、頑張っていただきたいと思います。

それで、当初業務予定量と実績というところを見

ておりますと、きょう午前中より各病院の院長先生

からいろいろお話も伺って、なるほどなとうなずく

場面もありましたが、沖縄県立中部病院を除く各病

院で実績が予定量を下回っていることについて、総

体的に説明をいただきたいと思います。

業務予定量につ○松田碩志県立病院課経営企画監

いてですが、当初予算の患者数の予定量は、前年度

実績と当年度上半期実績をもとに、各病院において

診療体制や患者数の推移等を考慮して設定しており

。 、ます これは当該年度の設定目標という側面もあり

実際は現場における医師等の退職や診療制限等によ

り、予定業務量を実績が下回っているということが

実情であります。

時間が余りありませんので、附属○糸洲朝則委員

診療所の状況について伺います。

皆さんの説明によりますと、現在、19カ所の附属

診療所が稼働しておりまして、３カ所が休止または

廃止と説明してありますが、この附属診療所におけ

る医師や看護師の配置、あるいは医療機器の設備の

状況等、これも一つ一つ説明すると大変な時間がか

かりますが、ここにおける大ざっぱな状況について

伺いたいと思います。全部足りているのか、不足し

ているのかも含めて。

一応16診療所に○篠﨑裕子県立病院課医療企画監

医師１人、看護師１人を今配置しております。医師

に関しては、学校法人自治大学を卒業した離島勤務

義務を持っている方たち、または沖縄県立中部病院

のプライマリケア医コースという島医者養成コース

を希望して研修を受けている方たちが、また離島勤

務義務として１年間そちらに医師を配置して、今の

ところは充足しております。看護師に関しては、ほ

かの他の沖縄県立病院間での人事異動によって配置

されています。

附属診療所の医療機器○津嘉山朝雄県立病院課長

についてですが、附属診療所の医療機器につきまし

ては、所属する病院において管理者が必要に応じて

更新しております。これまで地域医療再生基金等の

財源を活用して大幅な機器整備を行っておりまし

て、今後とも定期的にきちんと整備していきたいと

考えております。

僕は多良間の人間だから、多良間○糸洲朝則委員

は、何年か前に行ったときに、レントゲン設備が随

分古いもので、これではかわいそうだなと思ったの

が一つ。もう一つは、委員会で与那国の―向こうは

町立ですか、そこに行ったときに、かなり高度なＣ

Ｔか何かがありまして、その先生が言われるには、

直で沖縄県立八重山病院と、あるいはまた本島の病

院と連携がとれますので、ここにいながらにしてか

なりスピードアップした診察ができると。この両極

端を見ているものですから、やはり地域医療、ある

いはまた離島医療からすると、機器の設備というも

のは大変重要ではないかと思ってあえて伺いまし

た。したがって、今後の対応として病院事業局長か

ら、そこら辺への希望的答弁をいただければこれで

終わります。

沖縄県立の附属診療所に○伊江朝次病院事業局長

つきましては、多分糸洲委員がごらんになったのは

大分前ではないのかなと思います。実は、それは財

政的に厳しい状況の中で、旧型のレントゲン機器

だったものですから、これをやはりデジタル化した

ものに変えていく必要があるだろうということで、

当時、毎年２カ所ずつやろうということで始めまし

たけれども、これが一気に、先ほど言いましたよう

な地域医療再生基金とかが出たりして、そういった

ものはほとんど全てが新しいデジタル機械に変わっ

、 、 、ていて 現像したりとか 現像液を廃棄したりとか

こういうことがもうなくなっておりまして、かなり

診療所の設備に関しては機器が更新されてきており

ます。我々は、各診療所を実際に回りながら、この
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効果のほどを見て、医師や看護師たちと意見交換し

ながら、そういう必要なものがあれば、順次定期的

に更新していくという状況で今やっておりますの

で、とにかく古い機械を使って診療所の先生方が苦

労をなさらないようにということをしっかりやって

いきたいと思っております。

それから、与那国については町立診療所でありま

して、多分に沖縄県立とのこういった補助金あたり

の獲得の仕方で少し違うのがあるのではないかなと

思いまして、それでああいったＣＴとかが入るよう

な状況があるのではないかと思います。ですから、

そういう意味では、今後、各町村立との連携とかも

含めた沖縄県立病院のあり方を考えるのも１つの方

法ではないかという感じはします。

委員長が戻りましたので、委○狩俣信子副委員長

員長と交代いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、正副委員長の交代）

再開いたします。○呉屋宏委員長

続けて、西銘純恵委員。

主要施策の成果に関する報告書83○西銘純恵委員

ページ、こども医療費からお尋ねします。

予算額と決算額の違い、そして医療費にかかった

、 。のと それ以外の経費を分けて説明をお願いします

まず、予算と決算の差が出○糸数公健康長寿課長

た理由ですが、平成25年度は11月から自動償還シス

テムを市町村に順次導入していくということで、自

動償還システムの導入による医療費の増加を見込ん

でおりましたが、予想したほどは増加しなかったた

めに、不用が少し出ているための差額となっており

ます。

それから、この内訳についてですが、自動償還シ

ステムを導入する際に、市町村に上限500万円とい

うことでシステム整備費を補助しております。その

額が平成25年度は6240万円ということになっており

ます。そして、沖縄県が補助する医療費の実績が９

億7130万円ですので、それを合わせた額がこの主要

施策の成果に関する報告書に載っている10億3000万

円となっております。

入院と通院に分けて、平成24年度○西銘純恵委員

の決算額と平成25年度との比較をお願いいたしま

す。

まず、平成24年度から答弁○糸数公健康長寿課長

いたします。これは沖縄県の補助ベースですが、平

成24年度、入院は５億126万円、通院が13億2430万

円となっております。平成25年度に関しましては、

入院が５億5740万円、通院が13億9670万円となって

おります。

入院が中学校卒業まで無料になっ○西銘純恵委員

たのはいつからですか。

平成24年10月からというこ○糸数公健康長寿課長

とです。ただし、この請求については１年間有効で

すので、治療が終わってから１年間は有効期間に

なっております。

決算額を聞いたら、中学校卒業ま○西銘純恵委員

で入院費無料、拡大してもそんなに予算額的には変

更がないのかなと思いまして聞いたのですが、それ

についての見解と、通院費を中学校卒業まで無料に

した場合の試算を、今の実績から試算をお尋ねしま

す。

まず、入院を中学校卒業ま○糸数公健康長寿課長

で拡大した影響額ですが、平成24年10月から拡大し

ています。平成24年度分の沖縄県補助分では約1000

万円、平成25年度は約4000万円と影響が出ていると

ころです。通院年齢を引き上げた場合の予算の対象

につきまして、通院を中学校までに拡大しますと、

これは沖縄県が補助する額として20億800万円とい

う額になります。したがいまして、沖縄県の補助額

ベースで現在よりは10億円余り増加することになり

ます。

就学前までというのも結構通院費○西銘純恵委員

が拡大されていますが、その試算は出したことがあ

りますか。入学前まで。

現在、３歳までの通院費助○糸数公健康長寿課長

成を就学前まで拡大した場合に増加する沖縄県の補

助額は、約４億円と計算しております。

ぜひ早急に拡大していただきたい○西銘純恵委員

という希望をして、次は、がん対策推進計画の達成

状況をお尋ねします。

がん対策推進計画に○金城弘昌保健医療政策課長

ついては、平成25年４月に策定しておりまして、平

成29年度までということで、がん予防、あとがん医

療提供体制の構築などを計画的に推進していくと

なっております。がん予防、がん早期発見、それと

普及啓発、医療対策については分野別に施策を実施

しておりますが、主な取り組みといたしまして、ま

ずがん診療連携拠点病院の機能強化ということで、

機能強化を図るとともに、あわせて沖縄県立宮古病

院、沖縄県立八重山病院をがん診療連携支援病院と

位置づけて、拠点病院との連携、推進を図っており

ます。

また、がん患者等、関係者への支援の取り組みと
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いうことで、国立大学法人琉球大学医学部附属病院

がんセンターにがん患者の相談支援事業などを委託

しまして、おきなわがんサポートハンドブックを配

布したりとか、医療に対する助成制度の周知を行っ

ているところでございます。進捗としてはそういっ

た状況でございます。

沖縄県立宮古病院、沖縄県立八重○西銘純恵委員

山病院の院長先生方が同じようなことをおっしゃっ

たのですが、予算的には、連携病院になったときに

体制も含めてどうなるのかお尋ねします。

現在、県単事業とし○金城弘昌保健医療政策課長

まして、がん診療連携支援病院ということで実施を

しております。国の制度が変わりまして、グループ

指定ということで、先ほど沖縄県立宮古病院、沖縄

県立八重山病院の院長先生からもお話がありました

が、この詳細については、職員の配置の件であった

りとか、あとは診療体制の件とか、そういったクリ

アすべき事項がございますので、まだこれについて

現在調整中で、費用について幾らぐらいになるかと

いうことは、今現時点、積算をしておりません。

例えば入院病床をどれだけとか、○西銘純恵委員

医療体制とか、医師、看護師とかを含めてできてい

ないと、次年度からは稼働しないと思うのですが、

全くの白紙状態ですか。

現在、グループ指定○金城弘昌保健医療政策課長

のクリアができるかどうか調整をしているところで

ございます。ただし、沖縄県の手法としましては、

現在、がん診療連携拠点病院、沖縄県立中部病院、

それと地方独立行政法人那覇市立病院がございます

、 、ので そこと離島の病院は連携をとっていますので

それに対する費用として、県単ではそのまま当面続

けていくことを考えております。

がん患者の皆さんが、沖縄県立宮○西銘純恵委員

古病院、沖縄県立八重山病院で同じがん治療ができ

、 、るということになれば問題ないと思うのですが 今

離島から出てきた皆さんに対する本島での放射線治

療の宿泊費補助があるのですが、それはがん対策、

患者支援ということでの事業ではないのでしょう

か。

がん患者の宿泊支援○金城弘昌保健医療政策課長

につきましては、離島・僻地の医療機関で整備され

ていない放射線治療が可能な本島中南部の圏域での

受診ということで、負担軽減を目的として、これは

沖縄県ホテル旅館生活衛生同業組合の協力を得て実

施しているところでございます。

実績を聞いたことがありますか。○西銘純恵委員

そして、県費負担があって、もっとがじゅまるの家

みたいに低廉にしてほしいという要望があるのです

が、どう考えていますか。

現在、この事業につ○金城弘昌保健医療政策課長

きまして、それぞれ放射線治療の可能な医療機関、

離島の市町村窓口、それと離島の医療機関でも周知

を図っていますが、現時点、利用の件数はございま

せん。沖縄県としましては、これは７月から実施し

ておりますので、どういった課題があるか、離島の

患者会と少し意見交換をしたいと考えています。

患者会ははっきりしているので○西銘純恵委員

す。宿泊４割補助はまだ負担が重いということです

から、ぜひ実効あるものに、このがん支援というと

ころで予算をつけて、できるところまでやっていた

だきたい。要望します。

次に、後期高齢者医療の特例廃止という記事が出

たのですが、この特例廃止によって影響を受ける沖

縄県内の人数は何名でしょうか。

沖縄県内における特○上地幸正国民健康保険課長

例軽減措置を受けている被保険者の人数についてで

すが、平成25年度末時点で約８万人となっておりま

す。

廃止されると、この皆さんがどの○西銘純恵委員

ような不利益を受けることになるのでしょうか。額

的なものも出るのでしょうか。

まず、特例措置を受○上地幸正国民健康保険課長

けているケースは２つありまして、低所得者に対す

る軽減措置の場合ですと、まず平成26年、平成27年

の保険料均等割額が今４万8440円でありますが、そ

れで試算しますと、９割軽減の方が７割軽減になっ

た場合、月額で現在403円が1211円になると808円の

増額、それと8.5割軽減の方が７割軽減になった場

合、現在月額605円が月額1211円ということで606円

増額になるということでございます。

また、被用者保険の被扶養者だった者につきまし

ては、制度加入後２年以内の被保険者ですと現在９

、 、割軽減ですが これが５割軽減になるということで

月額403円から2018円と1615円の増額、もう一つ、

制度加入後２年以上経過している被保険者の均等割

額、これは９割軽減から軽減がなくなるので、月額

403円から4036円と3633円の増額になるということ

でございます。

後期高齢者75歳以上の医療費が２○西銘純恵委員

倍、３倍、５倍になっていくというものだと思うの

、 、ですが ８万人の沖縄県民が影響を受けるというと

これは厚生労働省が出していますけれども、沖縄県
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から声を上げるべきだ、こんなことをするなという

ことで言うべきだと思うのですが、保健医療部長の

見解はどうでしょうか。

現在、保険料の特例軽減○仲本朝久保健医療部長

措置の廃止につきまして、社会保障審議会の医療保

険部会において協議が行われているとなっておりま

す。沖縄県としては、現時点では国の動向を注視し

ていきたいと考えておりまして、詳細等がわかり次

第、対応を検討したいと思います。

社会保障改悪で８万人の沖縄県の○西銘純恵委員

お年寄りの皆さんが負担増になると、べらぼうな負

担、総額でどれだけになるかというものを今すぐ出

せるのでしたらお尋ねしたいのですが、私は沖縄県

から声を上げておくべきだと指摘をしておきます。

、 。次に 国民健康保険指導費についてお尋ねします

平成25年度歳入歳出決算説明資料の４ページ。

特例軽減措置につき○上地幸正国民健康保険課長

ましては、全額国庫で対応しているものですから、

国が負担している額につきましては、平成25年度で

９億599万円となっております。影響額については

承知しておりません。

、 、次に 国民健康保険指導費の概要についてですが

主な事業として、県調整交付金があります。これは

国民健康保険財政の安定的な運営を目的に、保険給

付等の９％相当額を市町村に交付するといった内容

でございます。

次に、保険基盤安定負担金があります。これは保

険税の負担能力の低い被保険者の税負担の緩和と保

険財政基盤の安定を図るため、低所得者に対する保

険税の軽減分の補塡と、低所得者数に応じ平均保険

料の一定割合を保険者に負担しているものでござい

ます。そのほか、高額医療費共同事業負担金があり

まして、レセプト１件当たり80万円以上の高額な医

療費の発生によるリスクを分散し、国民健康保険財

政運営の安定化を図るため、市町村拠出金に対し、

沖縄県はその４分の１を負担するものでございま

す。

これは聞いていると、交付金が４○西銘純恵委員

億1292万円減ったということは、市町村の国民健康

保険財政が縮小したということで見るのかなと思う

のですが、市町村の国民健康保険財政は平成25年度

はどのようになっていますか。

まずは、国民健康保○上地幸正国民健康保険課長

険指導費の不用額は４億1292万8508円で、主に国民

健康保険負担金等事業費における県調整交付金が３

億5099万4000円不用になったことによるものでござ

います。

平成24年度の沖縄県市町村国民健康保険の実質的

単年度収支は98億8932万円の赤字で、赤字保険者は

39市町村となっており、財政運営は一般会計からの

繰り入れに頼らざるを得ない厳しい状況にありま

す。

今98億円赤字と言いましたけれど○西銘純恵委員

も、各市町村、平成24年度、平成25年度、二、三年

で結構ですが、保険料、介護とかも含めて引き上げ

をした市町村は、41のうちどれだけあるのかわかり

ますか。

沖縄市は平成25年度○上地幸正国民健康保険課長

と平成26年度に応益分の増額改定を行っておりまし

て、平成26年度に応能分の保険料率の減額改定を

行っております。市の試算では、１人当たりの調定

額がトータル2266円の増となっております。

次に、うるま市ですが、平成26年度から応益分の

増額改定を行い、市の試算では、１人当たりの調定

額が3890円の増となっております。平成25年度と平

成26年度に保険税の改定を行っている市町村は以上

でございます。

浦添市も保険料増額議案が出され○西銘純恵委員

て、今継続ということですが、小さい市町村は調査

をされているのか。今98億円の赤字ということで、

前にもやりましたけれども、沖縄県は前期高齢者が

少ないので、１年間で160億円ぐらい、これだけ順

当に繰り入れをしたら、国から交付金が来ればこん

な引き上げは必要ないとも思うし、少なくともまだ

負担が重いのではないかということを感じていま

す。国民健康保険の滞納状況の推移はどうなってい

るのでしょうか。

平成25年６月１日現○上地幸正国民健康保険課長

在ですが、滞納世帯が４万2263世帯で、率が16.3％

になっております。

先ほど軽減の話をされたと思うの○西銘純恵委員

ですが、具体的に軽減に交付金を入れているとおっ

しゃったのですが、どのような軽減でしょうか。事

例を挙げて説明できますか。

国民健康保険税の算○上地幸正国民健康保険課長

出は、医療費の見込み額に応じた医療分と後期高齢

者医療制度を支えるための支援分、40歳から64歳に

付加される介護分を合算した金額となります。医療

分、支援分、介護分について、所得割、均等割額、

平等割額は各市町村で定められているところです。

例として、那覇市において30代の夫婦で子供１人の

場合、給与収入が約200万円とした場合、控除等を
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差し引いて給与所得は100万円ということで、妻の

収入がないと仮定しますと、この場合、国民健康保

険税の計算としては５割軽減ということになります

ので、所得分としては７万5643円、均等割の金額と

平等割の金額を足した額９万5200円、それから５割

軽減分４万7600円を引いた12万3100円が国民健康保

険税額となります。

保険料、国民健康保険税がいかに○西銘純恵委員

高いかということは 今200万円世帯 ３人家族で12、 、

万円余りの国民健康保険税負担をしているという、

滞納も16％というところをやはりシビアに見て、払

えないというところでどうするかというのを、私は

前から法定外の繰り入れを沖縄県がやるべきだとい

う立場をずっと主張してきたのですが、このような

実態について、もっと国民健康保険世帯の軽減をさ

れている皆さんの滞納が多いのか、少なく設定され

たけれども滞納が多いのか、高額のところで滞納が

多いのか、やはりきちんと調査もすべきだと思うの

ですが、ぜひ実態も調査していただいて、法定外の

繰り入れを県として真剣に考えるべきだと思うので

すが、いかがでしょうか。

市町村国民健康保険○上地幸正国民健康保険課長

は、国、県の公費負担や保険税等を財源として、保

険者である市町村の責任により運営されておりま

す。沖縄県としましては、市町村に対し国民健康保

険法に基づき、国民健康保険税の軽減措置や医療給

付費に対する支援を行っているところであり、独自

の助成を行うことは困難であると考えております。

ただ、国に対しては、市町村国民健康保険の持続的

運営が図られるよう、社会保障・税一体改革大綱で

示された国民健康保険の財政基盤強化策の早期実施

と、国費の拡充を含めた国民健康保険の構造的課題

に対する抜本的な解決策について、全国知事会を通

して要望しているところでございます。また、市町

村と連携しながら、沖縄県の特殊事情による本県市

町村国民健康保険への特段の財政支援を要望してお

ります。

病院事業に移ります。○西銘純恵委員

平成25年度沖縄県病院事業会計決算審査意見書

で、審査の手続で病院事業の運営が常に経済性を発

揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉

を増進するように運営されているかどうかについて

特に意を用いてほしいと。そして、沖縄県立病院に

ついて 「救命救急医療、周産期医療、高度・特殊、

医療、離島・へき地医療など、県民の生命及び健康

を守り、生活の安心を支える重要な役割を担ってい

る」ということで、監査委員の意見もあります。病

院事業局長も、そして病院長も同じような立場で

、 、やっていらっしゃると思うし 午前中のを聞いても

やはり沖縄県民の医療を守るということで、医療体

制をどう確保するかということに腐心されていると

いうのをとても感じました。

病院事業局長に伺いますが、経営安定化はどう

なっているのでしょうか。

県立病院経営安定化計画○伊江朝次病院事業局長

では、１、経常収支の黒字、２に、手元流動性の確

保、３に、長期債務の縮減というこの３つの目標を

立てて、収益の確保、費用の縮減、それから人員体

制の整備と人材の安定確保、効果的・効率的な設備

投資、長期債務の縮減に今取り組んでおります。

平成24年度からこの県立病院経営安定化計画を

やっておるわけですが、平成25年度決算では、経常

収支で８億8000万円の黒字、それから総事業費用の

１カ月分を超える期末現金・預金残高約87億3000万

円の確保、長期債務の約10億円の縮減と３つの目標

を全て達成しております。

現場から医療の人材体制をという○西銘純恵委員

ことで、相当議論して、コメディカルも含めて医師

確保も定数をふやしてきたのですが、私はやはり医

療現場の定数は、現場の声を出発点にしてやってほ

しいと。病院事業局長ではなく、保健医療部長にそ

ういうことをしっかり届けておきたいと思います。

１床当たりの繰り入れについては、全国と比べて

どうでしょうか。

病床１床当たり○松田碩志県立病院課経営企画監

の繰入額については、平成24年度地方公営企業年鑑

に基づき、全国と比較すると、全国平均463万円に

対して本県は301万6000円で、全国の33位となって

おります。

訂正します。沖縄県の場合は314万4000円です。

。全国は平成24年度で488万1000円となっております

。差額が173万7000円沖縄県は少ないということです

病床を掛けたらどれだけ全国平均○西銘純恵委員

と違いますか。

許可病床数で計○松田碩志県立病院課経営企画監

算した結果、38億55万6000円となっております。

繰り入れの件ですが、68億円余り○西銘純恵委員

だと決算で言われましたが、あと38億円は全国並み

にすれば繰り入れができる額だと私は思っているの

ですが、病院ごとの繰入額、明細をお尋ねします。

病院ごとの報告○松田碩志県立病院課経営企画監

をいたします。
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沖縄県立北部病院４億8701万9000円、沖縄県立中

部病院６億9006万8000円、沖縄県立南部医療セン

ター・こども医療センター12億9806万円、沖縄県立

宮古病院７億4760万6000円、沖縄県立八重山病院６

億4612万6000円、沖縄県立精和病院５億3287万1000

円、以上です。

離島増嵩費について、沖縄県立宮○西銘純恵委員

古病院、沖縄県立八重山病院はどれだけ入っている

のでしょうか。

沖縄県立宮古病○松田碩志県立病院課経営企画監

院が１億2500万円、沖縄県立八重山病院も同額で１

億2500万円です。

平成25年度予算の審査のときに、○西銘純恵委員

とりあえずは４億円を―離島増嵩費として計算がで

きていないのでと伊江病院事業局長はおっしゃいま

した。今度、沖縄県立八重山病院からそのときにい

ただいた基礎データということで、離島で必要な細

かい手当をみんな入れて、３億6342万円という数字

が出たのですよ。そうしたら、それで決算ができて

いないということは、離島増嵩費をきちんと充てて

いないということにしかならないかと思うのです

が、病院事業局長、いかがでしょうか。

現場との試算、それから○伊江朝次病院事業局長

県立病院課でやった試算と、いろいろ繰り入れに関

しては二重になったりしているところがありまし

て、現場の言っているような額にはならないのでは

ないかということがありまして、今回は、いわゆる

離島医療の人件費の差額分、例えば特地勤務手当と

か、準特地勤務手当とか、そういう差額分をしっか

り手当てしようということで、財政当局と折り合い

をつけて決めたのが、今回の離島医療増嵩費でござ

います。

沖縄県立八重山病院のを見たら、○西銘純恵委員

確かに手当ということで２億2600万円という数字が

あって、残りが燃料とか、離島ならではの増嵩がた

くさんあるわけです。それが給与以外で１億1300万

円とか。だから、今回はということで病院事業局長

がおっしゃったので、やはり実態に合った増嵩費を

ぜひ繰り入れとしてやっていただきたい。沖縄県立

宮古病院も同じ計算をされていると思いますので、

、 、これは必要額だと思うし 先ほどの全国と比べても

順当に入れたら―特に沖縄県は離島が多いし、沖縄

県立中部病院は医師派遣で離島を相当支えている。

だから、38億円を順当に繰り入れしたら、医師の定

数も必要な沖縄県立宮古病院、沖縄県立八重山病院

の体制もできるのではないかと思いますので、よろ

しくお願いします。

頑張ります。○伊江朝次病院事業局長

私が質疑を行うため、副委員長と○呉屋宏委員長

交代いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、正副委員長の交代）

再開いたします。○狩俣信子副委員長

委員長の指名により、副委員長の私が暫時委員長

の職務を代行いたしますので、よろしくお願いいた

します。

それでは、呉屋宏委員。

15分で終わらせるようにしますか○呉屋宏委員

ら、御協力をよろしくお願いします。

まず、主要施策の成果に関する報告書を見ていた

だきたいと思います。92ページです。セーフティー

ネットの充実、救急医療用ヘリコプターの活用につ

、 、いて 先ほどからこの辺の話がありましたけれども

鹿児島に行っていることは前から聞いていますけれ

ども、どれぐらいのパーセンテージでそこに出動し

ているのか教えていただきたいと思います。

平成25年度の実績で○金城弘昌保健医療政策課長

ございますが、433件ございまして、そのうち鹿児

島圏域は99件となっております。それ以外は沖縄圏

域で344件となっております。

それは大体何％ぐらいになるの。○呉屋宏委員

大体20％程度となっ○金城弘昌保健医療政策課長

ています。

私どもの沖縄県は、もともと認定Ｎ○呉屋宏委員

ＰＯ法人ＭＥＳＨサポートというものをみんなで見

に行ったときから私はそう思っています。離島県で

ありながら、ヘリコプター１機でいいのかなという

ことを本当に考えながら、これは全国に四十何機か

、 、あったと思うのですけれども もっとあったのかな

それぐらいだと記憶しているのですが、その中で沖

縄県は１機、それも鹿児島にも飛んでいる。20％ぐ

らい飛んでいるということになりますと、我々はこ

の１機だけでいいのかなという議論、細かい数字の

議論ではなくて、政策的な議論だとして考えたとき

に、病院事業局長、どう思いますか。

今、ドクターヘリは、沖○伊江朝次病院事業局長

縄県の補助で社会医療法人仁愛会浦添総合病院と、

それから認定ＮＰＯ法人ＭＥＳＨサポートが北部市

町村の補助でやっていると伺っておりますが、南北

400キロメートル、それから東西1000キロメートル

というこれだけ広大な離島県ということを考えます

と、やはりこの程度の数では厳しいかと。例えば宮
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、 。古 八重山はどうするかという件もあると思います

今のところ、幸いに先島は海上保安庁の皆さんが協

力してやっていただいているので、滞りなく急患搬

送はされておりますけれども、理想を言えば、ドク

ターヘリがあれば確かに住民のこういったリクエス

トにお応えできるし、現状を考えると海上保安庁の

役割も少しは軽減できるのではないかという気はし

ます。

私は常々一般質問でもやってきたの○呉屋宏委員

ですが、この北部医療圏、これは何度も北部へ行っ

て、沖縄県立北部病院の宿舎の改築もやるべきだと

言ってきた。今年度だったか、去年度だったか、そ

れにも着手されていると思います。ところが、予算

をつけた後でしまったなと思ったのが、実は宿舎の

問題でして、予算がついて、これは失敗ではなかっ

たのかな、これは改築すべきではなかったのではな

いかなということさえ感じました。北部地区医師会

病院と県立北部病院、この２つはやはりくっつける

べきですよ。そのようにしなければ、10万人医療圏

が分散している。だから両方とも最悪な状況になっ

ている。それが私たち一般、皆さんのように専門で

はない側から見た意見だと思っています。僕が全て

正しいとは言っていないけれども、そのような気が

してならない。そこにドクターヘリを１機入れるべ

きだと。そういう医療体制を北につくらなければ、

私は北部の人口増というものは、離島過疎化地域の

解消というものはできないと僕は思っています。こ

の間も一般質問で私は教育委員会にやりましたけれ

、 、 、ども あの160名の安田や あるいは200名余りの奥

そういうところを一つ一つ見ていくと、最終的に必

要なのは、やはり医療と教育と、そして産業振興、

この３つですよ。ところが、医療は今の状況の中で

本当にできているかというと、脳外科が１人いるだ

けでしょう。違いますか―２人いるの。この間１人

と言わなかったですか。はっきりしてください。

私の認識しているところ○伊江朝次病院事業局長

では、沖縄県立北部病院にお２人いらっしゃると思

います。

認識不足でした。それで、私たちが○呉屋宏委員

今この北部医療圏をやるときに、どこから飛ばした

のかわかりませんけれども、ドクターヘリをいつも

見るのが泡瀬なのです。泡瀬の公園におりていくの

です。そこにうるま市の救急車が着くのです。そし

て沖縄県立中部病院に行くのです。恐らく北側から

飛んできていると思うのです。例えばドクターヘリ

がここから北部まで飛んで、患者をピックアップし

て、それからその泡瀬の埋立地におろして、そこか

らうるま市の救急車が沖縄県立中部病院に連れてい

く。この間で脳に疾患を持った人が助かるだろうか

ということを考えたときに、本当にこんなのでいい

のですか。これで本当に沖縄県の医療を守っている

と思っているのですかと思うのだけれども、伊江病

院事業局長、どう思いますか。

こういったヘリコプター○伊江朝次病院事業局長

で運ばなければ救助できないような患者というもの

は、大体収容してから15分以内に病院に行かなけれ

ばいけないと定説で言われていると思います。です

から、そういう意味では、ちょっとタイムラグがあ

るのではないかなという感じはします。

僕はうるま市議会議員からこんなこ○呉屋宏委員

とも聞きましたよ。あちらこちらの市町村からピッ

クアップしてきた患者を、なぜうるま市の救急車で

連れていかなければいけないのですかと。これは余

談で聞いてくださいねとか言っていたのだけれど

も、何も協力したくないと言っているわけではない

ですよということもあった。なぜ沖縄県立中部病院

にヘリコプターがおりられないのかというのも不思

議でたまらないけれども、これはそのままずっとや

るおつもりでいるのですか。

今おっしゃった沖縄県立中部病院○阿部義則参事

におりられないかという話ですが、沖縄県立中部病

、 、院は 災害拠点病院の基幹病院になっておりまして

要件として、本来であればこのドクターヘリがおり

られるヘリポートが必置要件となっております。実

は昨年度、沖縄県立中部病院に設置できないかとい

うことで、地域医療再生基金を活用してちょっと調

整をしたところはございます。ただ、あの地域の周

、 、りの上空 飛べるか飛べないかということも含めて

周りに住宅も多うございます。そこの住民の合意形

成がなかなか難しいということで、一旦は見送りに

なった経緯がございます。

基幹病院ですので、我々としてはぜひ設置を求め

ていきたいというところはございますので、今後、

さらに調整を続けていきたいと考えております。

細かい数字の話はしませんけれど○呉屋宏委員

も、ただ、これは沖縄県民、北部を含めて、過疎地

域の皆さんが本当に困っていることなので、皆さん

が言っているようなことが―これは検討したけれど

も、やはり周辺の住宅街がどうのこうのとかという

ことは、必死になってお願いしたら、それは人の命

にかかわることですから、私は受けていただけるの

ではないかと思うのです。そこはしっかりと考えを
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やはりもう一回練り直していくべきだと思っていま

すので、そこら辺のぜひ決意表明を、伊江病院事業

局長。

今の件は、確かにいわゆ○伊江朝次病院事業局長

る救命救急センターとしては、そういったヘリコプ

ターの離発着という設備をしっかり備えておかない

と、患者さんのこういう救急救命にしっかり対応が

できないと思っております。ですから、これは保健

医療部ともしっかり協力しながら、今後、そういう

方向でぜひ進めていきたいと私は考えております。

ぜひそこは、本来であれば沖縄県立○呉屋宏委員

中部病院におろす必要はないのです。本当に沖縄県

立北部病院を整備して、そこの10万人医療圏をしっ

かりと支えるということであれば、そのまま沖縄県

立北部病院に統合して、そこにおろせばいいわけで

すから、もっと時間が短くなるわけですから。沖縄

県立北部病院の強化は、私はこれ以上ない北部地域

の振興には絶対条件として必要だと思っていますの

で、御検討いただきたいと思います。

あと５分ありますから、頑張ります。

81ページの健康づくり活動の推進、健康おきなわ

21という2040運動ですか、私はこれはとても希望を

持っているのです。沖縄県という地は自然環境もい

い、だから観光客が来る。しかし、最初に注目を浴

びたのは沖縄県の長寿だ。ところが、その長寿が崩

れていっている。観光で見るものも赤土だとか、そ

ういうもので崩れていっている。沖縄県のよさとい

うのがどんどんなくなってきている気がしているも

のですから、少なくとももともとの沖縄県のスロー

ライフで、それもしっかりとした長寿になっている

沖縄県をもう一回復活させるのだということは非常

にいいことだと思っているのです。

ところが、この表の一番問題なのが推進事業費。

こういうものを見ていると、こんなもので2040年に

沖縄県は世界一の長寿県になっていると本当に言い

切れるのか、私は不思議でしようがないのだけれど

も、保健医療部長、どうですか。

健康づくりに関する予算に○糸数公健康長寿課長

つきましては、主要施策の成果に関する報告書に

載っております健康づくり関連の予算の推移につき

まして、平成23年までは通常のというか、健康長寿

おきなわの推進に係る事業費、健康増進推進費、そ

れから保健諸費に計上されていて、その推移につい

てですが 平成21年度が9126万円 平成22年度が7901、 、

万円、平成23年度が9416万円と推移しております。

平成24年度より健康長寿復活への取り組みというこ

、 、とで予算額１億761万円になりまして 平成25年度

昨年度からは予算としては２億723万円となってお

ります 今年度につきましては 当初予算で３億5500。 、

万円ということで、額の水準はありますけれども、

この数年は予算を手当てしていただいているという

ことで、それをもとに健康長寿復活に取り組んでい

こうと考えています。

３億5000万円で世界一になれたらい○呉屋宏委員

いよね。３億5000万円で本当にできるのかね。

９月でしたか テレビを見ていますと 日曜日だっ、 、

たか、１時間番組でしたけれども、奄美大島の健康

づくりのものを見ました。ここの中に入っていなく

て私は残念だけれども、発酵菌の推進というのが、

あの番組の中で非常に衝撃を受けましたよ。奄美大

島はほかの地域よりも100歳以上の人口が３倍もい

る。なぜか。それを突き詰めていくと、発酵菌。例

えば米を発酵させた発酵菌飲料のミキという飲料が

ありまして、清涼飲料水か何かよくわかりませんけ

れども、東村でもこの話をしましたら、呉屋さん、

東村は今でもこれをつくっている人がいますよとい

う話でした。僕はああいうものの地道な開発、そし

て毎日飲めるようなもの、毎日食べられるようなも

の、ただ、これを見ていると、健康づくりのための

メニューで10年前から何も変わっていないような気

がします。ああいう発酵菌をどうするかと、発酵文

化が沖縄県にはあったはずです。その発酵文化をど

うするかということが最終的には長寿にかかってく

るものではないのかなという気がします。保健医療

部長、そのように思えませんか。どうですか。

この健康づくり事業、先○仲本朝久保健医療部長

ほど健康長寿課長が説明しました平成26年度で３億

5000万円の事業は、直接健康長寿課に計上している

事業の予算でありまして、昨年来、長寿復活に向け

て庁内で推進本部を立ち上げて、各部局各課それぞ

れで健康づくりを意識した、長寿復活を意識した事

業を展開しましょうということで取り組んでおりま

す。また、沖縄県民挙げて健康長寿復活の県民会議

というものを70団体網羅して設置しました。そこで

もマスコミを初め、各保健の団体ですとか、市町村

等々、企業も含めまして、全体となって取り組むこ

とになっています。

また、今御質疑にありました健康に関する研究事

業という部分について、まだ現状については具体的

なものが余り出てきていませんけれども、今後、そ

の予算の中で活用できるのかどうかは、また検討し

ていきたいと考えています。
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私はこれを見たときに、発酵菌を研○呉屋宏委員

究していたドクターが、東京からその奄美大島に飛

んで、二、三日ずっと調査をやる。人間の排便から

も発酵菌に関係するものをずっと調査している。あ

あいうものを見ていると、間違いなく長寿がその発

酵菌と関係があることははっきりしているわけで

す。だから、今僕らが議論をしているのを見ると、

その病気になった人をどう対策するかということば

かりがこの委員会の中で言われているのではない

か。もちろん国民健康保険税が上がるのは、残念な

がら納得できないけれども、しかし、今我々が話し

ているのは対処法でしかないのですよ。病気にしな

いためにどうするかという議論が欠けているような

気がしてならないのです。そういうところをもっと

我々はやらなければいけないのではないかという気

がして、僕はあえてきょう質疑しようかどうしよう

か迷っていたのですが、嫌がられる委員の顔を見な

がら、やりたいと言っているのはそういう思いで

やっていますので、発酵菌、これをもう一回―実は

副知事にも提案して、これをやったらどうかという

こともしてあります。ぜひそこに力を入れて、健康

長寿課長、決意表明をお願いします。

直接のこの健康、保健サー○糸数公健康長寿課長

ビスとは少し異質な感じではあるのですが、例えば

沖縄県の中では企画部がいろいろな研究開発をして

おりまして、詳細は存じ上げていませんけれども、

例えばモズクの成分からいろいろな特定保健用食品

の商品をつくるというバックアップをしていると。

部を超えて私たちもそういう研究については、こち

らの専門的な立場でまた情報のやりとりをして、進

めるように調整していきたいと思っております。

発酵菌につきましては、そのエビデンスを含め、

私たちも今情報がないですので、それを収集し、ま

た関係機関と相談するという形になると思います。

委員長と交代いたします。○狩俣信子副委員長

休憩いたします。

（休憩中に、正副委員長の交代）

再開いたします。○呉屋宏委員長

比嘉京子委員。

質疑いたします。ちょうど今、前○比嘉京子委員

段の呉屋委員の質疑で同じような健康長寿のお話が

、 。ありましたので それからお聞きしたいと思います

健康長寿の数字的なことを改善するために、幾つ

もの課題があるとは思うのですが、まず１つに、早

世の解消といいますか、早く亡くなる人について、

どういう対策をするかというのが１つの大きなポイ

ントだろうと理解しています。そのために質疑する

のですが、まず、これまで本県独自で早世の原因等

を調査、分析したことがありますか。一般論ではな

く、本県独自の早世した方々の分析等、またデータ

等があるのでしょうか。

平成24年度から平成25年度○糸数公健康長寿課長

にかけて、健康おきなわ21という計画の評価、見直

しをする際に、各病気ごとの死亡率について、1973

年ごろからの推移も含めまして、ほかの県と沖縄県

を比較したというグループがございました。詳細は

あれですが、例えば、ほかの県ではアルコール性の

肝疾患の死亡率がこの20年ぐらいで減っているので

すが、沖縄県では、特に男性においては増加してい

る、死亡率が高くなっているということで、全国と

全く逆の動きをしているので、もちろんその病気自

体で早世ということもありますし、全体の寿命への

影響も少し出ているということがありました。そう

いう死亡に関するデータで、沖縄県内で分析したこ

とはございます。

それに対して、出てきたことに対○比嘉京子委員

する具体的な対策等が施策に反映されているのがあ

りますか。

具体的な施策の展開はこれ○糸数公健康長寿課長

からになるのですが、先ほど申し上げた研究の結果

を踏まえて、これまで過去10年健康おきなわ2010あ

るいは21ということで、生活習慣病全般を進めよう

ということでやってきたのですが、少し焦点を絞っ

た形で、アルコールについて生活習慣全般の中から

重点項目を３点絞りまして、１つは、先ほど申し上

げましたアルコールに関する適正飲酒を推進すると

いうことで挙げております。残りの２つは、がん検

診、それから特定健康診査をもっと受診して、いわ

ゆる危険な状態の人を早く見つけるというもの、そ

れから、10年前から取り組んでいてなかなか成果が

出ない肥満対策、肥満の解消というように、ポイン

トを絞った形で沖縄県民の方に県民運動として広げ

るという計画を今つくって、今年度からそれに基づ

いて各施策を事業化しているところでございます。

今、皆さんから出てきた主要施策○比嘉京子委員

の成果に関する報告書を見て、多分呉屋委員も質疑

したと思うのですが、私もそうですが、なかなか具

体的な施策をとっていない。ただ、今沖縄県が一生

懸命に沖縄県民に訴えている、いろいろなメディア

を使った訴え方というものは、頑張っているなとい

うようなことも含めて、何かしらみんな感じている

。 、と思うのです １つ焦点を絞りたいのは肥満ですが
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私はここの中に、例えば沖縄21世紀ビジョン実施計

画もきょう持ってきて少し見ているのですが、ここ

の中で生活習慣が身につくとき、だから、幼児期と

か学童期、いわゆる義務教育の間、そういう時期と

のタイアップというのがなかなか見えない。これは

どうなっていますか。

生活習慣が身につく前のい○糸数公健康長寿課長

わゆる小学生、中学生の時期から健康教育に生活習

慣病予防を取り入れていただくということで、これ

は平成25年度補正予算の事業として副読本を作成し

て、全小中学校に配布すると。今年度までかかって

いますけれども、それを実施しております。内容に

つきましては、主に食育、生活習慣、それから中学

生については心の健康につきまして、沖縄県医師会

に委託をして、医師会の先生、教育関係者、それか

ら私たちスタッフというようにグループをつくっ

て、その中身について副読本を作成し、さらにそれ

が教育現場で活用できるように、学校の先生の講習

会を開いて意見を聞いたりということを今やってお

ります。

その関連もあるかと思うのです○比嘉京子委員

が、学校栄養教諭です。栄養教諭の活用ということ

。 、をきのう教育のほうに聞いてみました そうすると

栄養教諭の任用は41市町村に１人ずつ配置されるよ

うに41名任用している。これで今の副読本がどう生

かされるかということは、各担任に動いてもらうし

かないと思うのですが、活用状況については、こと

し配ったということですから、しっかりと教育現場

へおりていくような仕組みづくりが必要と思うので

すが、具体的にはどうですか。

今作成途中でありまして、○糸数公健康長寿課長

次年度から配布をすると考えております。

内容につきましては、栄養の専門ではなくても、

あるいは保健の専門ではない先生、担任のレベルで

子どもたちに伝えることができるように、教師用の

テキストも今あわせてつくっておりまして、それを

各教育事務所ごとに、夏休みを利用して先生方に集

まっていただいて、その中身を、教師用のテキスト

も含めて見ていただいて、これでできますかという

形のやりとりを今やっているところです。次年度か

らの利用に向けて、そのような調整を今していると

ころです。

非常にいい一歩だと思います。子○比嘉京子委員

供が変わろうとすると、親御さんも変わるのです。

だから一番効果的なのは、子供たちに言うことに

よって、親にこうだってよとか、こう言われたよと

か言って、家に持ち帰ることで大人が変わるという

ことで、効果は非常にあると私は思います。

それで、まず一つは今のような地道なことと、も

う一つは、地域において学生でない人々、成人の方

々に対しては、食生活改善推進員というものはやは

り重要だと思うのですが、そこについてはどういう

考えですか。

食生活改善推進員という制○糸数公健康長寿課長

度がございます。その養成につきましては、過去３

年間で259名が養成されていますけれども、これは

市町村が独自で養成講座を組んで、その講座を修了

した方が養成される仕組みになっております。沖縄

県としましては、例えば保健所などにおきまして、

市町村から要望があった場合に、その養成の支援、

講師を行ったり、あるいは養成講座の運営に対する

支援などを行って、その市町村の支援をしていると

ころです。

その養成人数の目標値があれば教○比嘉京子委員

えてください。

食生活改善推進員の食育推○糸数公健康長寿課長

進計画等々、指標があるのですが、平成23年で1060

人を平成29年は1400人と増加の目標を立てておりま

す。

例えば先進地の長野県あたりを参○比嘉京子委員

考として、何名に１人の割合で養成とかという数値

目標はないのですか。やはり市町村におりて、市町

村で養成するからには、人口何名当たり何名を目標

に養成してくださいということが必要ではないかと

私は思うのですが、いかがですか。

食生活改善推進員は全国組○糸数公健康長寿課長

、 、織でございますので 全国の協議会の目標としては

70世帯に１人という目標が出ております。ちなみに

沖縄県の現状は、今591世帯に１人ということでま

だ足りないという状況になっています。

全国が目指しているような数値目○比嘉京子委員

、 。標で 沖縄県もしていくというお考えがありますか

目指すべきはそこだとは思○糸数公健康長寿課長

うのですが、ただ、現状を見てみますと、そのなり

手、現在の食生活改善推進員の方々の少し高齢化と

は言いませんけれども、いろいろな仕事をしながら

やっているということがあり、それから市町村の規

模にもいろいろ影響されますので、沖縄県としまし

ては、まず、どのような支援があれば食生活改善推

進員がもっと活動しやすいのか、あるいはもっと養

成できるのかということを１度実態調査を今年度

行って、その結果を踏まえてまた目標を立てたいと
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考えているところです。

健康問題はこれぐらいにして、医○比嘉京子委員

師不足に対する保健医療部の考え方を伺います。

私はこの間の議会においても、医師確保対策事業

費の総額は幾らでしょうかとお聞きしましたが、平

成25年度決算における医師確保対策事業の総額は幾

らでしょうか。

平成25年度の医師確○金城弘昌保健医療政策課長

保に係る決算でございますが、15億9670万1000円と

なっております。

例年15億円だったり、17億円だっ○比嘉京子委員

たりと、医師確保対策事業に拠出をしているわけで

すが、朝の発言のように、各沖縄県立病院の院長が

おっしゃるように、こんなにも深刻な医師不足が起

こっていることを改めて認識させられたわけです。

、 、そこでお聞きしますけれども １つの事例として

医師の修学資金等貸与事業がありますね。これは主

要施策の成果に関する報告書の90ページ、これにつ

いての実績を伺いたいのですが、聞きたいことは何

かといいますと、貸与している人数は書いてあるの

です。それで、ことし、これまでに卒業して対象と

なった人が何名いて、そのうちから何名沖縄県立病

院、または僻地医療に携わったかの実績を伺いたい

と思うのです。

対象となった人員と○金城弘昌保健医療政策課長

いうものは、専門医の取得とか、あと卒業後、初期

臨床を終えて、後期臨床研修を終えて、さらに専門

医取得をやった後が対象になるものですから、対象

人員となると、貸与者として把握はしておりますけ

れども、実際の貸与の義務が始まったのが平成23年

度からでございまして、平成23年度が義務履行者お

１人、それと平成24年度が義務履行者お２人、平成

25年度が義務履行者お１人となっています。そのう

ち診療科の変更とか、あと本人の都合とかがありま

して、返還に至った方が平成25年度にお１人いると

いうことでございます。

専門にとかということではなく、○比嘉京子委員

貸与を終えた後の人は何名いるのですか。平成23年

度、平成24年度、平成25年度に何名貸与が終了しま

したかというのをお願いします。

まず、貸与者の状況○金城弘昌保健医療政策課長

でございますが、平成19年度から実施しておりまし

て、平成19年度が……。

繰り返しになりますけれども、貸与を終えて義務

を履行するというのが先ほど言った人数でございま

す。

では、その借りたものをお返しし○比嘉京子委員

て、義務を逃れた者は何名ですか。

返還した方は平成25○金城弘昌保健医療政策課長

年度でお１人でございます。

私は、この修学資金の返還免除の○比嘉京子委員

皆さんの内容は、やはり変える必要があると思うの

です。これは幾らでも無利息で必要なときに借りら

れて、そしてそれをうまいように使うことができる

ようなシステム、これはぜひ直してほしい。貸与し

た今の４名のうち、実際には何名獲得できているの

ですか。

先ほど御説明いたし○金城弘昌保健医療政策課長

ましたが、平成23年度はお１人働いておりますし、

平成24年度はお２人、平成25年度はお１人働いてお

ります。

対象者は義務を全て履行している○比嘉京子委員

という理解でいいのですか。

返還をした方を除き○金城弘昌保健医療政策課長

ましては、義務履行もしくは義務履行中となってお

ります。

私の認識と随分違うように思いま○比嘉京子委員

す。そのことが問題ではなくて、年間17億円も、15

億円も使っていて、今、朝の各病院の院長先生たち

からあったように、医師がこれだけ獲得できていな

いという事実に対して、保健医療部長、どういうお

考えですか。

医師不足を抜本的に解決○仲本朝久保健医療部長

する方法があるかというと、これは残念ながら、す

ぐにはできません。その上で、今約17億円の予算を

、 、かけて従来実施していたものを 中期的な取り組み

長期的な取り組み、それから短期的な応急処置も含

めて、医師確保についてさまざま取り組んでいると

ころでございますが、現状としてまだ各病院の欠員

が５名いる。さらにまた厳しい状況もあるというこ

とですので、そのために今般、医師確保の基金を20

億円積み、病院事業局で医師確保がしやすい環境を

私たちはつくっていくということで基金を設置しま

したので、もちろんこれまでやった事業について効

果を検証しつつ、またそれも改善しつつ、さらに加

えてその基金を活用して、できるだけ医師不足をゼ

ロに近づけるということをしっかりやっていきたい

と考えています。

毎年のようにその医師の問題等を○比嘉京子委員

議論している中で、私は前回資料をおあげしたので

すが、全国25カ所に調査をかけましたらば、沖縄県

は医師確保事業にかけているお金がトップクラスで
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す。それでいてこういう状況であるということは、

私はなかなか説明がつかないと思っています。その

ことによる決意がやはり弱いのだろうと私は思うの

です。沖縄県内の医師をどうするのかということを

担っている部署の決意が弱いと私は思っていますの

で、今保健医療部長がおっしゃったこれまでの事業

の見直し それから効果 それをぜひとも一緒になっ、 、

てやっていただいて、毎年のように医師不足でずっ

と離島医療がまともにされないということがないよ

うに、ぜひお願いしたいと思います。

次にですが、先ほど沖縄県立宮古病院の院長が、

医療の質を上げることが収入アップにつながると、

。 、これは真理だと思うのです 質を上げようとすれば

経営状態をよくしようではないですよ。医療の質を

上げようとすれば、おのずと収益はアップするよう

になっているのです。そのことを考えると、医師不

足や人員不足は深刻なのです。ぜひ離島増嵩費も一

緒にして考えてほしいと思うのです。

その次に、病院事業局にお聞きします。

先ほどから未収金の問題があるのですが、私はこ

れは予防策にもっと重点を置くべきだという認識を

持っています。予防策として今とられているのはど

ういうことでしょうか。

現在、予防策と○松田碩志県立病院課経営企画監

しましては、各病院に未収金担当者を置いておりま

す。また、メディカルソーシャルワーカーによる納

付相談も行っています。それと、高額療養費制度や

出産一時金直接支払制度、社会保障制度の活用の支

援も行っています。また、退院の日時事前通知の徹

底によって、入院費の支払い準備期間の猶予も設け

ています。さらに、各病院では未収金対策委員会を

開催し、未収金対策の周知、院内連携強化も図って

います。来月ですが未収金対策強化月間を実施しま

す。あと、クレジットカードを導入しまして、支払

い方法の多様化を実施しています。

各病院にその窓口があることはと○比嘉京子委員

てもいいことだと思うのですが、それは患者さんに

周知されていると理解していいですか。

周知されている○松田碩志県立病院課経営企画監

と考えています。

今クレジットのお話もありました○比嘉京子委員

けれども、他の都道府県の病院を見学に行ったとき

に、電子カルテに合図が出るようになっているとい

う仕組みがありましたけれども、そういうことはど

のようにお考えでしょうか。

電子カルテに未○松田碩志県立病院課経営企画監

収金の方が来た場合に、ポップアップで注意事項が

出るということを実施したいという病院もあると聞

いているのですが、ただ、それと窓口との連携がな

かなかうまくいかないということと、医者から診療

の邪魔になるという話も聞いて取りやめたという病

院もあると聞いています。また、沖縄県立中部病院

では電子カルテを使っておりませんので、沖縄県立

中部病院では実施できないということです。

やはり、そこを丁寧にやっていく○比嘉京子委員

ことがそういうことを防ぐことの１つかと考えてい

ます。

最後にがんのお話ですが、沖縄県は今、国立大学

法人琉球大学医学部附属病院にがん拠点をという話

があるのですが、沖縄県立としてがんの拠点病院を

考えるという議論はあるのでしょうか。

地域がん診療連携拠○金城弘昌保健医療政策課長

点病院として沖縄県立中部病院が指定されておりま

す。

国立大学法人琉球大学医学部附属病院にはがんセ

ンターがございますので、そちらで実施するという

ことで、沖縄県の地域がん診療連携拠点病院として

指定しているところでございます。

今の患者数にすると、その１カ所○比嘉京子委員

である意味で間に合うという理解ですか。

都道府県のがん拠点○金城弘昌保健医療政策課長

病院につきましては、都道府県１カ所ということで

国で定められているものですから、国立大学法人琉

球大学医学部附属病院が指定されているところでご

ざいます。

離島のがん対策の問題がこのよう○比嘉京子委員

な状態の中で、今、重粒子線治療が非常に議論され

ているわけですが、それを否定するものではないの

ですが、非常にアンバランスを感じています。これ

だけ北部、それから離島地域においてがんの緩和セ

、 。ンターもなければ 治療の実態も完結できていない

こういう中において、一方でそういうお話がある。

そのリスクマネジメントも十分とは私は認識してお

りません。そういう中で、私はもっと沖縄県の医療

全体を負担軽減するために、もっと積極的な議論を

してほしいと要望して、終わります。

続けます。又吉清義委員。○呉屋宏委員長

大変御苦労さまでございます。私○又吉清義委員

で最後でございますので、３時半までには終わりた

、 、 、いと思いますので 皆さん ひとつ気合いを入れて

簡潔な御答弁でお願いしたいと思います。

まず、主要施策の成果に関する報告書の82ページ
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です。この中で、委員長からもありました、やはり

人間は生きている間、健康で元気でありたいのが本

音だし、大変重要なことだと思います。その中で、

本日ここにお越しいただいている皆さん、ほとんど

が青壮年期の皆さんかと思います。この青壮年期を

対象にした健康行動実践モデル実証事業というのが

沖縄県の予算で7100万円行われております。これの

概略、そして一定の調査対象分の確保ができたとい

うことで出ておりますが、まずそれを簡潔に御説明

していただけませんか。対象分というものはどう

いった地域になるのか、そしてこの事業の概略、ど

のようなものになるのか、簡潔に御説明をお願いし

たいと思います。

健康行動実践モデル実証事○糸数公健康長寿課長

業という名称で、平成24年度から平成28年度まで５

年かけて実証するという事業になっております。ま

、 。ず 沖縄県内のモデル地区で集団を選定いたします

そこで一番ターゲットになるのは、健康について意

識が弱いと思われる青壮年期の方々。ただし、そう

いう人たちになかなか直接働きかけるのは難しいの

で、その方たちの学校の校区で子供たちに食育の実

践であるとか、調査を行います。先ほど少しありま

したが、親は子供が言うことを聞くという話があり

ましたので、その学校であったことを家で話しても

らうということで、青壮年期に働きかけをする。も

う一つは、例えば高齢者だとか、いろいろな公民館

だとか、地域の人たちにそういう講演を同じように

行って、その効果としてまた働き盛りの世代の人た

ちへの波及を狙うということを、沖縄県内11市町村

ですが、モデル地区を指定しまして行っているとこ

ろです。モデル地区の市町村名を申し上げますと、

恩納村、うるま市、読谷村、沖縄市、北谷町、それ

から宜野湾市、西原町、浦添市、南城市、石垣市、

宮古島市、以上の11市町村において学校の校区とし

ては25の小学校に御協力いただいて、先ほど申し上

げたようなモデル事業を実践しているところです。

これで効果があったかどうかを最終的に検証しま

すので、介入をする前に栄養調査―どういうものを

食べていますかということを、その子供たち、ある

いは成人の方々に栄養あるいは運動等に関する調査

を行って、その介入の後にどう変わったかというこ

とをこれから調べていくことになっています。ある

程度の調査人員が確保できたと書いていますのは、

調査実績としまして、これまでに小学生4214人、地

域の大人の方が1378人ということで介入前の調査を

実施したとなっています。したがって、今後また同

じように各地域において介入を行った後、それで効

果があったかどうかということを調査する予定に

なっております。

確かにこういうことをすることは○又吉清義委員

大切なことだと非常に評価いたします。何を言いた

いかといいますと、これまでとにかく、よく病気に

なったことを治すことに膨大な経費をかけておりま

す。それはそれで仕方がないかと思います。やはり

これから病気にならない教育、病気にならないため

のお互いどういった準備をすればいい、どうしてそ

うなるかということは非常に大切なことかと思いま

す。ですから、今小学校区を対象にやる中で、今子

供たちから青壮年期の皆さんまで伝えるという仕組

み、別にこれも否定しませんけれども、むしろそれ

もする中で、もう少しやはり伸ばして、健康な青壮

年期も集めていただいて、大いにやることも大事で

はないかと。確かに小学校区で子供たち4200名、青

壮年期1300名対象ということですが、それはそれで

いいかと思います。その中で、25の校区で行うに当

たって、7100万円という予算の枠ですが、これをこ

れから今後平成28年まで続けていくということです

が、やはりその辺はもう少し思い切って予算をかけ

ていただいて、もっと突っ込んだものをやってもい

いのではないのかと。中身を聞く範囲ではまだ非常

に小さい感じがするのですが、皆さんとしてこの食

育をする中で、そしてまた大人に伝える中で、今後

はこれをどのように、また残り平成28年まで持って

いこうという、また数字的に何をどう改善しようと

しておりますか。例えば先ほど肝疾患の問題、がん

の問題、そして生活習慣病の問題、メタボリック、

糖尿病とかがあります。これをそうすることによっ

て数値目標をどのようにしようかという、そこまで

計画性がまずあるかないかですが、そこまで持って

いただいて事業を頑張っていただく。そして、どの

ように予算をかけてどうなるとすることによって非

常に意識も高くなるかと思うのですが、これはそこ

までの目標数値をまず持っているかいないかです

が、それをお伺いいたします。

この事業に関しましては、○糸数公健康長寿課長

実証モデル事業ということですので、このように取

り組んでいけば効果があったかどうかということを

証明するような形の事業ですので、この事業に関す

る目標値は特に今のところは設置していないのです

が、ただ、委員おっしゃるように、なるべくたくさ

んの大人の方が参加できるように、地域でいろいろ

な講演会などは開いているところで、そこにもっと
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人が集まるようなことを―委託先が国立大学法人琉

球大学なものですから、国立大学法人琉球大学と調

整しながら進めていきたいと思っております。

沖縄県全体の目標としましては、先ほどの青壮年

期の死亡率がほかの県よりも高いという現状があり

ますので、2020年までに現在よりも10％程度早く亡

くなる方を減らすという目標は立てていて、それに

向かってどのように進めていくかということは今議

論しているところです。

ぜひ大いに議論して、いかに沖縄○又吉清義委員

県民、また青壮年期に周知徹底するか。やはりこう

いうのも大きなポイントになるかと思うのです。今

、 、健康長寿課長がおっしゃったように お互いの50代

60代、今世界一短命なわけです。だから世界中も注

目しているのです。世界一長寿だった沖縄県が世界

一短命に向かおうとしていると。これを解明できた

ら人間は長生きできるよと。そのぐらいの非常に大

きいポイントがあるものですから、悪い言い方をす

ると、天国にいた私たちが今地獄に、そのぐらいの

差があるということが解明できると、非常に大きな

ポイント、今後は何をどうすればいいかということ

。 、でそこに解答が出てくるかと思うのです ですから

そういった意味でも、この取り組みというものは非

常に大切な事業であるし、ぜひこういうのをいろい

ろな角度から考えて、やはり取り組んでいただきた

いということは切にぜひお願いいたします。

、 、余り詳しいことは言いませんが ぜひ10ポイント

そういった目標を持つ、そしてこういった青壮年期

にいかに知らしめるか。やはり意識を持たないと、

沖縄県民というのは―健康というものは本来ならば

、 、自分自身で行って 管理をしてやるのが当然ですが

どうもそういった健康事業というものは、公共機関

が行うと誤解をしている方もいっぱいいるような感

じがするものですから、やはり健康というものはみ

ずから行い、みずからそれをどうするかという、い

かに意識をさせるかです。これもぜひ頑張っていた

だきたい。

あと１つ強いて言わせていただきますと、沖縄県

が島嶼県である、細長い県であるならば、もう少し

北部、一番上は恩納村までだということですが、そ

れから上、例えば老人世帯がいっぱいいるところも

やはり健康モデルとして入れることによって、青壮

年期もそうかもしれませんけれども、お年寄りを抱

えている青壮年期の方々もデータをとることによっ

て、将来沖縄県が向かう形態のしっかりとしたデー

タがとれると思いますので、そういったものをぜひ

勘案していただきたいなということをあえて申し上

げておきます。

あと一点、同じく93ページの看護師確保対策、資

質向上に要する経費ということで入っているのです

が、非常に皆さんが御尽力、努力していることはよ

く理解いたします。その中で、今看護師不足、医師

不足、そういったものを少しでも改善するためにで

すが、同じく沖縄県立病院でオンコール制度という

のがあるかと思いますが、これがどういった中身で

。 、 、 、あるのか またどのように今 看護師 その他医師

技術者に適用されているか御説明をお願いしたいと

思います。

オンコール手当につい○津嘉山朝雄県立病院課長

てですが、沖縄県立病院においては、いわゆるオン

コール、自宅待機をしているわけですが、その手当

につきましては、国とか他の都道府県でもまだ支給

されていないような状況にありまして、沖縄県立病

院においても今のところ支給はしていないところで

ございます。この理由としましては、給与というも

のが基本的に勤務の対価として支払われるという仕

組みになっておりまして、実際に医療に従事したと

きに支払うべきものであろうということで、待機の

状態というものは一定の行動の制約は伴いますけれ

ども、上司の指揮下にはいないものですから、今手

当という形では支給しておりません。この手当につ

きましては、今後、国とか他県の動向を見ながら、

検討はしていく必要があるかと思っております。

確かに御説明のとおりかと思いま○又吉清義委員

す。確かに契約―ただ、そこで実際オンコール制で

待機をさせられている例えば医師、看護師から言わ

せると、その日は連絡があったときに何分以内に到

着しないといけない。ある程度拘束をされること自

体、極端に言えば、例えばきょうは家族で運動会に

行く予定だったと。しかし、看護師である母ちゃん

は自宅待機だよと。きょうみんなで遠出しようと

思ったら、そういったものに弊害も出てしまう。し

かし、人命を預かるという大きなモラルを持ってい

る方はそれも十分こなすことができます。そういっ

た考え方、看護師の中で特に手術の部門に当たる看

護師ほど、この部門に入るとやはりオンコール制度

で多く縛られてしまう。だから、こういうものはや

りたくないという本音の声も結構聞こえます。です

から、実際に今オンコール制度はどうなっているか

というと、今協議に乗り始めております。現場の声

も聞きながらどうあるべきかということは、沖縄県

としても、手当もどうするのか、これはどうあるべ
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きかということに取り組む姿勢があることによっ

て、私は現場で働いている方々も、皆さんお互いに

御理解いただけるということも大きな心のつながり

になるのではないかと。やはり働いている方の気持

ちも理解していただく。そして、これはどうあるか

ということも、全国的にないからどうのこうのでは

なくて、であれば、どのように改善できるかという

ことも大きなポイントだと私は思います。ぜひ現場

の声も聞いていただいて、本当に待機をさせられる

ことによって、そういった行事に行けない、そして

自分の予定がこなせないということは事実でありま

す。そういったものをもう少し皆さんと突っ込んで

協議をしてもらって、調査もしてもらって、前向き

に検討していただきたいと思いますが、いかがで

しょうか。

職員の中にそういった考○伊江朝次病院事業局長

え方が起きていることは十分理解しております。従

来なかったそういう手当をやるということはなかな

か困難な状況でございますが やはり今後 こういっ、 、

たことは真剣に取り組んでいかなければ人材確保も

なかなかままならないと思いますので、しっかり検

討していきたいと思っております。

予算を伴いますので、皆さんも予○又吉清義委員

算編成をやる中で、どのぐらいどうなるかというこ

とも大事な点かと思います。そういうことも病院側

とまたお互いそういったものを検討する中で、ぜひ

前向きに今後検討してください。よろしくお願いい

たします。

以上で、保健医療部長及び病院事○呉屋宏委員長

業局長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席。退席後に要調査事

項及び特記事項について確認 ）。

再開します。○呉屋宏委員長

要調査事項及び特記事項については休憩中に御確

認いたしましたとおり決することに御異議ありませ

んか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、お諮りいたします。

決算特別委員長に対する決算調査報告書の作成に

つきましては、委員長に御一任願いたいと思います

が、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、さよう決定いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後３時52分散会
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